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開議 午前９時００分 

○議長（小森重剛） 皆さん、おはようございます。 

ただいまの出席議員数は、１２人であります。よって、定足数に達しておりま

すので、これより平成２９年第３回竜王町議会定例会を再開いたします。 

これより本日の会議を開きます。 

本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであります。 

それでは、これより議事に入ります。 

～～～～～～～～ ○ ～～～～～～～～ 

日程第１ 一般質問 

○議長（小森重剛） 日程第１ 一般質問を行います。 

質問及び答弁は、簡単明瞭に要旨のみ願います。発言通告書が先に提出されて

おりますので、これに従い質問を願います。 

それでは、５番、森山敏夫議員の発言を許します。 

５番、森山敏夫議員。 

○５番（森山敏夫） 平成２９年第３回定例会一般質問。５番、森山敏夫。 

竜王町水防計画の見直しは。 

今年は、九州から北海道まで、各地で場所を選ばず豪雨災害が多発しています。

九州北部豪雨では、多大な災害が発生し、激甚災害の指定を受けた事は記憶に新

しいところです。この原因は、線状降水帯による豪雨がもたらしたものだと言わ

れています。 

私は、大分県日田市に実家があり、後片づけの手伝いに数日間帰省しました。

今まであった道路がなくなっていたり、河川の決壊で土砂が流出、ＪＲ鉄橋の流

失、斜面崩壊といった現場を見て、改めて自然の恐ろしさを痛感したところです。 

近年、記録的短時間大雨情報、非常に激しい雨といった言葉がたびたび耳にし

ます。豪雨は毎年のように発生し、人命や財産に大きな影響を与えています。 

このような状況の中、現在の竜王町水防計画で近年の豪雨災害に対応しきれる

のか、洪水・土砂災害ハザードマップも含めた見直しの必要性があるのではない

か伺います。 

○議長（小森重剛） 図司生活安全課長。 

○生活安全課長（図司明徳） 森山敏夫議員の、「竜王町水防計画の見直しは」の

御質問にお答えいたします。 

議員御質問のとおり、近年は、全国各地で豪雨が頻繁化・激甚化しており、本
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年においても７月５日から６日にかけて発生した九州北部豪雨では、梅雨前線の

影響等によって線状降水帯が形成され、同じ場所に猛烈な雨を継続して降らせた

ことが甚大な被害の原因とされています。 

また、福岡県朝倉市や大分県日田市では、期間降水量が７月の月降水量平年値

を大きく超える記録的な大雨となりました。 

滋賀県においても、８月７日から８日には、台風８号の影響により、米原市米

原や長浜市柳ケ瀬で、２５０ミリを超える２４時間降水量が観測され、長浜市で

は姉川の氾濫による浸水被害等が発生したところです。 

このような中、本町の水防対策につきましては、現状においては現行の竜王町

地域防災計画及び竜王町水防計画に基づき、万全を期して十分な対応ができるよ

う努めております。 

具体的には、まず、風水害に関する警報が発表された時点で、災害警戒本部を

設置、滋賀県及び気象庁からの情報収集に努め、配備体勢を確認し、その後、町

長が必要と認めたときは災害対策本部を設置し、町内河川の巡回、避難所開設準

備等を行うとともに、ホームページ等による住民への注意喚起、自治会長及び関

係機関等への協力依頼を行い、初動体制が迅速にとれるよう努めているところで

す。 

特に避難準備、高齢者等避難開始、または、避難勧告、避難指示（緊急）等の

避難情報の発令については、河川上流での降水量の推移や河川の水位、ダムの放

流量等を常に監視し、東近江土木事務所や彦根気象台等の関係機関とも連絡をと

りながら、発令が遅れることのないよう体制を整えております。 

しかしながら、近年の災害発生を踏まえ、国・県においてもガイドラインの改

定や関係法令の改正、ハザードマップの見直し等が実施されており、本町におい

ても全国各地の災害の現状を鑑みる中で、ハザードマップを含む竜王町地域防災

計画及び竜王町水防計画等については、作成後５年を迎える来年度に詳細まで見

直しを行い、万全を期すよう努めてまいります。 

また、災害発生時の被害をできる限り小さくするとの観点から、本年度滋賀竜

王工業団地内及び弓削地先に、防災、水防資材等の配備を行うための施設整備を

進めているところでございます。併せて、町として、第一は町民の生命を守るこ

とであり、そのためには空振りをおそれず、躊躇することなく避難勧告等を的確

に発令することと、これらの情報をしっかりと伝えられることが最も重要である

との思いから、今年度より防災情報システムの整備を進め、迅速で確実な情報伝



- 56 - 

達手段の構築に進めてまいりますので、御指導と御理解を賜りますようお願いし、

森山議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 森山敏夫議員。 

○５番（森山敏夫） 次に、気象台のほうは、地域に支援をするということを、今、

前面に打ち出しております。内容というと、避難情報の発表支援、それから、市

町村と気象台が連携を強化する、気象台の職員を速やかに派遣できるようにする、

応援計画書を事前に作成する、防災上のアドバイスを行うといったようなことを、

気象台のほうは発表しております。 

当町の管轄は、彦根気象台と思いますが、先ほど申し述べた支援に対して、現

在進行形であれば、どういう内容であるかを聞きたい。これからであるならば、

どういう取り組みをしようとしているのか、お聞かせ願いたい。 

次に、ため池について。 

最近、三田市では、ため池が決壊して浸水被害が発生したと聞いております。

これが何かというと、「管理が曖昧」、「管理が行き届かない」、「危ないため

池である」というようなことを言っております。 

ため池について、管理のあるべき姿、日常の管理対策はどのように考えている

のか。存在と危険性を知るハザードマップの活用、地域での話し合うことは行っ

ているのか。雨量と水位をリアルタイムで行動判断することが求められているの

ではないかということ。このことについて、答弁をお願いいたします。 

○議長（小森重剛） 図司生活安全課長。 

○生活安全課長（図司明徳） それでは、私からは、１点目の御質問でございます

気象台、また、気象庁も含めました市町村への支援について御解答させていただ

きます。 

まずは気象台、または気象庁でございますけれども、特に近年の災害発生を受

けまして、よりわかりやすい、また、より市町村、また、避難情報を発令する機

関が対応しやすい、対応の判断ができる情報を提供するということで、特に近年

に新しくできましたものとして、危険度マップというものが作成されております。

これは、市町村に限らず、一般の住民の方についてもインターネット等を通じて

ご覧をいただけるものでございますけれども、累計雨量等によりまして、危険で

ある、また、危険が迫っているというようなことを、色分けをしてそれぞれ示す

ものでございます。 

また、併せまして、気象警報、注意報につきまして、３日先ぐらいになると思
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いますけれども、先までの気象警報の発令予想というのを今は出しております。

先の台風１８号におきましても、３連休になりましたけれども、休み前から大体

この時間、この時期ぐらいになれば注意報が発令される、または警報が、それが

移行されていくというような予想も含めて、現在は示されているところでござい

ます。 

そういった中で、それぞれ町につきましては、それも参考にする中で体制を整

える、この時間からは体制を整えていくというような準備を進めているところで

ございます。 

そういった中で、彦根気象台との関係でございますけれども、特に近年、特別

警報というのがございます。特別警報が発令しなければならないような状況が予

想される場合というところでございまして、気象台とのホットラインを結んでお

ります。危険が予想される場合には、それぞれ担当者から、防災担当ということ

で私の方に直接電話が入ってくるようになっております。また、特別警報が発令

されるような状態が起こりました場合、また、異常気象、異常な状態が起こりま

した場合には、町長・副町長のほうに気象台長から直接連絡が入ってくるという

ようなことで、それぞれ携帯電話の番号も含めて取り交わしをさせていただいて

おります。 

こういった中で、町としてできるだけ迅速な判断をしていくというようなこと

で、気象台との関係を保っております。 

以上をもちまして、御回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 井口農業振興課長。 

○農業振興課長（井口清幸） 森山議員の再質問のうち、２点目のため池に係りま

す関係につきまして御回答申し上げたいと思います。 

今、冒頭にございました、兵庫県三田市の状況につきましては十分把握をして

おりませんので御了解賜りたいと、かように思います。 

まず、１点目のため池の管理のうち、日ごろの管理という部分でございますけ

れども、これにつきましては、先の議会の答弁でも若干申し上げましたが、日ご

ろの維持管理については、各自治会が基本となります。 

ただ、関連がございます災害とか、そうしたいろんな緊急時の場合につきまし

ては、行政、また地域と連携をしながら、そうした対応に取り組んでいかなけれ

ばならないと考えております。 

そして、ハザードマップの関係につきましては、先ほど生活安全課長のほうか
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ら、来年度にハザードマップを含んだ水防計画、防災計画を見直すということで

ございます。町におきましては、２０の重点ため池がございますが、このため池

につきましては、県の水防計画のほうでも２０カ所については定めてございます。 

ただ、現在、県のほうでため池の危険度の区分を見直すということで、従来で

ございますと、竜王町の場合、２０カ所のうちＡ、Ｂ、Ｃというランクがあった

んですが、その貯水量とか、あるいは堤体の高さ、そういうものによってランク

をＡとＢの２つに分けると、こういうようなことも行っていかなければなりませ

んので、そうしたところら辺も含めて、水防計画のほうに区分の変更等も含めて、

同時に見直しをしていきたいと考えてございます。 

ハザードマップにつきましては、予算等の関係もございますので、現地調査も

踏まえながら、順次取り組んでまいりたいと考えております。 

あと、地域等の話し合いということでございますが、先ほど申しましたハザー

ドマップの作成にも関連はいたしますけれども、各ため池のやはり現状の把握と

か、そして、計画を立てる上では、当然行政とそのため池を管理いただく自治会

との協議等も必要でございますので、順次そうした話し合いについては今後進め

てまいりたいとなと考えております。 

データ等の管理ということでございますけれども、特に河川等の洪水とか氾濫、

そうした場合での想定はある程度データ化がされているわけでございますが、そ

こへため池が兵庫県の三田市のように決壊した場合に、例えばその下流側に民家

がある場合については、そうした大きな影響がありますし、そのため池の貯水量

によってどれだけ浸水するのかということも、河川の浸水と併せて、ため池もそ

うした浸水のデータ化が必要かというふうに思いますので、ここら辺につきまし

ても、防災計画の見直しと水防計画、また、ハザードマップの来年度の見直しの

中でちょっと検討してまいりたいと考えております。 

以上、森山議員の回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） ５番、森山敏夫議員。 

○５番（森山敏夫） 今答弁いただきましたけれども、双方とも十分な回答は得ら

れなかったと思っています。 

気象台との連携というのは、一番災害に関して、警報にしても、何にしても、

やっぱり一番の発信元ですから、そことの連携は祖父川・日野川を抱える天井川、

十分に地域の特性というのか、近辺にはない竜王町の特性というのがあるので、

そこらを踏まえてしっかりしたものをつくっていっていただきたいと思います。 
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また、次の機会でもここらの話をしますけれども、次に、短時間記録的大雨情

報というのが、皆さんもしょっちゅう耳にされておるかと思うんですけれども、

これは、自分の身に危険が迫っとるという発表です。これも、今後防災計画を立

てる上で、やっぱり考えていかなくちゃいかん一つの問題ではないかなと思いま

すし、それと、学校関係ですが、この記録的短時間大雨情報が子どもたちの登下

校時、それから、学校に滞在しとるとき、発表されたら１時間に１００ミリの雨

が降るんですから、どういうことを考えて、今後またハザードマップか、また防

災計画に盛り込んでいくのか、そこらも踏まえてお聞かせを願いたいと、よろし

くお願いします。 

○議長（小森重剛） 図司生活安全課長。 

○生活安全課長（図司明徳） 森山議員の再々質問にお答えをさせていただきます。 

私からは、記録的短時間豪雨に係ります、ハザードマップへの反映等について

お答えをさせていただきたいというふうに思います。 

特に近年でございますけれども、記録的短時間豪雨ということで、地域によっ

ては時間雨量１００ミリを超えるような雨量がよく報道等でされておるようなと

ころでございます。また、特に夕立等というところで、どこに発生してもおかし

くない、また、急に発生するというようなことで、今年度においては、愛知県等

でも、それによる浸水被害というのも出てきておったというふうに記憶をしてお

るところでございます。 

特に竜王町におきましては、周りを日野川の堤防、国道８号線等に囲まれてお

るというところで、短時間豪雨によりまして、外水、日野川の氾濫等というよう

りも、内水、中小河川、農業排水路も含めまして、そういったところの水量が急

激に上昇する、そのことによって浸水被害が生じるというようなことも重々考え

られるような地形であるということは、認識もしておるところでございます。 

そういった中で、次回、ハザードマップの見直しにおいては、外水と内水とい

うことも十分意識した上で作成をしていくというようなことも、考慮をさせてい

ただきたいというふうに今考えておりますので、そのような対応の中で考えてい

きたいと思います。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 甲津教育長。 

○教育委員会教育長（甲津和寿） ただいま森山議員のほうから再々質問というこ

とで、学校に係る安全対策ということでお話をいただいたところでございますが、
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竜王の子どもたちは、小・中学生でございますけれども、大多数が徒歩、あるい

は中学の場合は自転車でございますが、竜王小学校の子どもは一部通学バスをし

ようしておりますが、ほとんどが徒歩、自転車通学ということになりますので、

今おっしゃっていただいたような記録的短時間の大雨が降った場合の対応という

のは、非常に安全を危惧するところでもございます。 

そうした中で今現在考えておりますのは、朝７時までに暴風雨を伴う警報、あ

るいは特別警報が出ていた場合は、臨時休業という対応をします。そして、学校

に来ている間にもしそういう雨が降った場合は、学校の職員がしっかりと校内で

待機するということ。 

そして、一番心配しなければいけないのは、下校時に今のようなことが起こっ

た場合、竜王の状況を見ましても、簡単に避難するところがないところもござい

ますので、そうしたときには、先ほどの情報を、先ほど気象台のお話もいただき

ましたが、できるだけ情報を収集しながら、下校をおくらす、学校待機、あるい

は、教職員が一緒について集合場所まで下校する、さらには、少しおくらせるよ

うな形で下校させる。短時間豪雨がしばらくおさまるまで学校待機、そして、保

護者等の協力をいただきながら、お迎えをいただいたり、また、教師の引率で帰

らせるというようなことを段階的に考えているところでございます。 

しかしながら、ますます厳しい記録的な短時間豪雨ということが予想されます

ので、改めて学校園の校園長とも話をしながら、どのように今のような状況の対

応をしていくというのかということは、改めて御指摘いただきましたことを踏ま

えて、特に先ほど御紹介いただきました気象庁との連携ということもありますし、

情報を非常に早く流してもらっていることもありますので、私も実感しておりま

す。以前の警報の出し方より随分変わったなと、学校にとっては大変ありがたい

警報の出し方というのも考えていただいているなと思う部分もございますので、

そういったことも併せて十分連携をすると同時に、町の防災計画、あるいは、ま

た水防計画等との連携も図っていきたいなと、そんなふうに思います。 

以上、森山議員の再々質問のお答えとさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 次の質問に移ってください。 

○５番（森山敏夫） 平成２９年第３回定例会一般質問。５番、森山敏夫。 

ＪＲ篠原駅までの公共交通機関の路線整備はあるのか。 

ＪＲ篠原駅の改築工事は、当町も相応の負担をし、橋上駅舎や南口の開設、ア

クセス道路の整備も終え、無事に完了しました。これにより、さらなる町民の移
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動手段と利便性向上のため、ＪＲ篠原駅までの公共交通機関の路線整備を実現で

きるか伺う。 

人口増加に取り組む中で、企業誘致とも相まって、路線整備できる方策を考え

ていただきたい。 

具体的に、どの程度地域住民の利用が必要であるかを調査し、地域住民等と情

報共有を行う中で、ともに実現性について模索することが必要ではないでしょう

か。 

また、今年度の重点施策プロジェクトの中で、公共交通システム構築の項目が

ありますが、その中で検討しているのか、スケジュールも含めて、町の考えを伺

います。 

関連して、篠原駅南口に公設の自転車預かり所を設置していただきたいとの要

望で、事業化に向けて働きかけたいとありましたが、その進展についても伺いま

す。 

○議長（小森重剛） 奥主監心得兼未来創造課長。 

○主監心得兼未来創造課長（奥 浩市） 森山敏夫議員の、「ＪＲ篠原駅までの公

共交通機関の路線整備はあるのか」の御質問にお答えいたします。 

篠原駅に南口が開設されたことにより、駅を利用する竜王町の住民の利便性は

向上したと認識しております。併せて、森山議員お考えのとおり、南口に乗り入

れる路線バス等の整備が求められているところです。 

結論から申し上げますと、路線バスを乗り入れることは、大変厳しい状況にあ

ります。課題となるのは採算性と路線変更の手続の２つです。 

１つ目の採算性については、これを担保するためにも、まずはどの程度利用が

あるのかのニーズ調査や地域住民との意見交換や情報共有は必要なことだと考え

ております。 

２つ目の路線変更の手続については、現実的に現路線で篠原駅に乗り入れでき

そうな路線の検討をし、その路線が国庫補助路線である場合は、路線変更する距

離を、その路線の総距離の２０％以内としなければ国庫補助対象外となることも

あり、これをクリアしなければなりません。 

重点施策プロジェクトチームの検討事項には路線バスの路線の再編もあり、篠

原駅への乗り入れも含めて議論したいと思っております。 

ただし、現在は、まずはバス利用者を増やすことが重要と考え、バス利用者を

増やすための方策等を、バス事業者とともに検討協議を重ねており、必要に応じ
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て近畿運輸局滋賀運輸支局や滋賀県交通戦略課にも相談をし、進めており、今年

度から準備を進め、来年度にはバス利用を促進する第１段階の施策を実施する一

方で、篠原駅への乗り入れも含めた路線再編のための住民アンケート等を行い、

平成３１年度には路線再編についても一定の方向性をお示しができるものと考え

ております。 

次に、駐輪場の御質問でございますが、以前からいただいていた公設の駐輪場

設置の御要望には、民間による事業化を働きかけたいという趣旨で回答させてい

ただき、土地建物の所有者の下調べをしておりましたが、明確な見通しは立って

おりませんでした。 

このような中、現在は民間の駐輪場が開業されており、３４台収容可能で、現

在１４台の契約があり、その多くは竜王町の方と把握しております。 

現在の民間の駐輪場の供給体制で対応できていると認識しておりますが、今後

ニーズが高まれば、再度民間による事業化を働きかけてまいります。 

以上、森山議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 森山議員。 

○５番（森山敏夫） 回答の中で、重点施策プロジェクトチームの検討事項とある

が、どのような検討をされているのか、また篠原駅への乗り入れも含めて路線バ

スの路線の再編もありと言われているが、これは何を指しているのか、お答えく

ださい。 

○議長（小森重剛） 奥主監心得兼未来創造課長。 

○主監心得兼未来創造課長（奥 浩市） 現在、プロジェクトの中でいろいろ議論

しておる一端を申し上げたいと思います。 

まだこれは、事業化という部分では、また議員の皆様とも御協議をして、予算

化も含めて考えていく必要があると思いますが、一つには、バスの利用促進する

ということで、やはりバスがどうしても高齢者の乗り物というきらい、認識に、

傾向にあるんじゃないかということから、やはり小さな子どもさんからバスを利

用するという、そういうキャンペーンなり、イベントというか、そういうような

ことも一つ考えていきたいと考えてますし、また、これはお金が必要となる部分

でございますが、プロジェクトの中の議論ということでお許しをいただきたいと

思いますが、通学定期の助成をすることはできないかというようなことも、議論

の中でやっております。これについては、現在赤字路線ということで、事業者の

ほうに補助という形で支出をしておりますが、その分がイコールその支出の事業
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の中で解消できるかどうかというのは、なかなか難しいところはあると思います

が、そうしたことで、バスの定期の購入を促す、そしてバスに乗ってもらうとい

う風潮にしむけていけないかということを議論しておりますので、その一端とい

うことで御説明申し上げます。 

以上です。 

○議長（小森重剛） 森山議員。 

○５番（森山敏夫） 答弁の中で、町民のニーズ調査等も記載されております。 

それと、これから進出する新しい企業さん、まいたけの工業団地もしかり、滋

賀工業団地もしかり、やっぱりそこらと合わせて、どういうように思っておられ

るかということ自体もやっぱり調べていく必要性は、当然あると思いますし、運

行に当たって、例えば条件を見出すというのか、ここまでやれたらできるとかい

う項は必ずあると思いますので、今、定期券の話が出ましたけど、例えば定期券

購入者が何名あれば路線維持できるとか、１日の乗降客が何名あればとか、いろ

んな条件をクリアしていけば、おのずと到達できると思います。 

それと、新しく篠原駅ができとるわけですけども、篠原駅を利用する竜王町民

といいますか、町民の方が何名ぐらいおられるか、駅利用者、もうこれをやって

るんだったら答えていただけたらありがたいですが、これから調査するのか、そ

こらも踏まえて、ぜひともやっぱり篠原駅へのバスの乗り入れということは、と

ても大型バスなんて望んではいないだろうし、どこが落としどころで、どうすれ

ば運行できるかということ自体は、真剣に考えていってほしいと思います。 

○議長（小森重剛） 奥主監心得兼未来創造課長。 

○主監心得兼未来創造課長（奥 浩市） ただいまは、森山議員から貴重な御意見

をいただきまして本当にありがとうございます。 

私どものほうもアンケートをしていくと、アンケートについては、どのような

支出の捻出をしていけばいいかということも、今プロジェクトの中で議論もして

おるところでございます。 

その中でアンケートを実施する１つは、私どもが考えておりましたのは、中高

生という部分で、現に通学で今御父兄等に送迎いただいておる方がたくさんある

と思うんですが、そういう部分ではどういう実態にあるのか、そして、どの程度

の負担やったらバスも考えられるかなという部分も、やっぱり大事じゃないかな

と思っております。やはり私どものところですと、月１万６，０００円のバスの

定期代が必要ですけれども、それがどのぐらい軽減できたらバス利用がいいなと
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いうことを考えていただけるかという部分も含めて、調査も考えていきたいと思

いますし、今おっしゃったように、新たな路線というか、そのエリアの方々の御

意向、また、今おっしゃっていただきましたように、駅の利用者という部分につ

いては、アンケートになるのか、実地調査という格好になると思うんですけれど

も、やはり現状を把握することがまずは大事かなと考えております。 

その中で、今現在、先ほども触れましたように、国・県のそういう方々との情

報交換も密にしておりますし、バス事業者のほうとも、やはり十分に出向いたり、

来ていただいたりしながら情報交換しておりますので、おっしゃっていただきま

したように、どのぐらいの利用なり、定期という形で購入いただけたら、ある程

度安定してできるのかという部分は十分に意見交換していきたいなと、かように

考えております。 

工業団地の事業者さんが来られるということで、バス事業者さんとも十分に協

議した中で、１０月から路線延長が始まってまいります。通勤時間帯については、

鏡工業団地を経由して、アウトレットを経由して工業団地に入っていくという部

分で、バス事業者のほうも、やはりそういう従前からの通勤者も守りながら、新

たな事業者の従業員さんの利用を促していくという部分で、十分に協議なり調整

をされた結果と認識しておりますので、そういう分では、新たな工業団地への進

出事業者とも、やはりバス事業者も交えながら、十分な丁寧な対応をしてまいり

たいと、かように考えておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

利用者数については、今おっしゃっていただいているエリアの方については把

握ができておりませんので、そのアンケートになるのか、そういう部分で、何か

の方法でおおよその数の把握については努めてまいりたいと思います。 

以上です。 

○議長（小森重剛） 次に、１番、貴多正幸議員の発言を許します。 

１番、貴多正幸議員。 

○１番（貴多正幸） 平成２９年第３回定例会一般質問として、人事評価制度導入

状況についてお伺いいたします。 

平成２７年第４回定例会において、職員の人材育成及び人事評価について伺い

ました。特に平成２６年度から本格実施されている人事考課制度、また、平成２

８年４月の法改正により人事評価制度を任命権者が導入することが必須になった

ことについてお聞きし、答弁をいただいたところであります。 

そこで、現在当町において、どのような人事考課、評価を行っておられるのか、
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まずお聞きします。 

次に、当時の答弁では、制度運用のマニュアルについては、職員組合や若手の

職員の意見の吸い上げ等も図り、検討をしていくとのことでしたが、具体的にど

のようにされたのか伺います。 

また、平成２８年の法改正では、職員の給与にも反映する人事評価制度の導入

が必須となっていますが、現在、当町ではどのような制度になっているのかお伺

いいたします。 

○議長（小森重剛） 川嶋総務課長。 

○総務課長（川嶋正明） 貴多正幸議員の「人事評価制度導入状況について」の御

質問にお答えいたします。 

まず、１点目の「どのような人事考課、評価を行っているか」についてでござ

います。 

本町においては、平成２６年度より前期、後期で年２回、年間を通じて全職員

を対象に態度考課及び能力考課を、また、課長補佐級以上の職員には業績考課を

実施してきました。 

平成２８年４月には、地方公務員における人事評価の実施を定めた改正地方公

務員法が施行され、人事評価を「任用、給与、分限その他の人事管理の基礎とす

るために、職員が発揮した能力および挙げた業績を把握した上で行われる勤務成

績の評価をいう。」と規定されたものであります。 

本町では、平成２８年度に人事考課マニュアルを改正し、「態度考課および能

力考課」を「能力考課」に一本化し、「業績考課」の対象を全職員として、今年

度から実施しております。 

一本化した能力考課については、役職に応じた評価項目を設定し、判断力、渉

外力、政策形成能力など職務で見られた行動を考課し、業績考課は、目標管理の

手法を活用して、重点的に取り組む職務の目標について、質（困難度・期待度）、

量（達成度）を前期及び後期として考課することとしております。 

この業績考課については、年度当初に組織目標を明確に示し、組織目標と関連

した職責に応じた個人目標を設定することから始まり、前期、後期に面談を実施

することで主体的に職務へ参画することを促します。 

能力考課につきましても前期、後期と考課をいたしますが、考課時に上司との

面談を経てフィードバックを行い、職員一人一人のさらなる長所の強化と短所の

改善を行い、人材育成を図っていくこととしております。 
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続きまして、２点目の「制度運用マニュアル作成に向けた職員の意見の吸い上

げについて」でございます。 

この人事考課制度の改正につきましては、平成２８年度に人事考課制度検討委

員会を設置し、職員組合、若手職員、各役職別の職員で構成する中で、全職員の

業績考課の導入、考課結果の活用について意見をいただきました。 

検討委員会では、法改正に基づき、業績考課を全職員対象に実施していかなけ

ればならないことは理解できるが、今後においても人材育成を基本に人事考課を

実施していくこと、また、考課者の考課基準の平準化のため、職員研修を継続し

て実施してほしいことなどの意見がありました。 

続きまして、３点目の「職員の処遇への反映について」でございます。 

平成２８年度の法改正に基づき、考課結果を活用して処遇へ反映することとな

っておりますが、前述のとおり、考課者の考課基準の平準化等、検討調整すべき

点がありますので、現在では給与への反映を行うに至っておりません。 

今後も、検討を重ねる中で成績率や区分を定め、勤勉手当等への処遇の反映を、

まずは管理職について試行し、その後全職員へ移行することとして、この人事考

課制度が人材育成を図る上での職員の能力開発と位置づけ、さらなる制度構築を

図ってまいりたいと考えております。 

以上、貴多議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 貴多議員。 

○１番（貴多正幸） ただいまお答えをいただきました。私が以前に質問してから

約１年半たっているわけですけれども、その間非常に前向きに、そしてまたいろ

んな職員のことも考えながら、ひいては町民のことを考えてのことだと思います

が、いろいろと研究されてきたことについては、本当にありがたく思っています。 

しかしながら、なぜ、私が今回またこのような質問をさせていただいたのかと

いいますと、私の記憶ですと、先月８月中ごろですと、４人の方が病気をされて

いたというふうに記憶しています。そのうち、お二人の方が９月からは復帰され

たというふうに思っているわけですけれども、非常に残念なのは、８月末をもっ

て１人の職員さんが退職されました。この人事考課が、もし、本当に今お答えい

ただいたような感じで運用されているならば、そういったこともひょっとしたら

なかったんじゃないかなというふうに私は考えるんですよね。 

今、課長からのお答えの中にもあったんですけれども、職員一人一人のさらな

る長所の強化と短所の改善を行い、人材育成を図っていくこととしておりますと
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いうふうにお答えいただきました。 

そこで、具体的に、どのように長所の強化と短所の改善をされているのか。ま

ずそこをもう一回お聞かせ願いたいと思います。 

次に、先ほども申し上げましたが、病休をされているという職員さんが現在お

られるのかどうかは置いときまして、平成２９年度のこの９月の定例会におきま

して、一般会計で補正予算が計上されています。その中に、臨時職員の賃金が３

０９万円、補正予算で上がっておるわけですけれども、詳細を聞きますと、病休

２名分の対応といたしまして、２１８万９，８００円というふうに御説明を受け

たところでございます。 

というのは、例えば職員さん１人がお休みになると、誰かがその部分を補わな

ければいけないわけで、もともとあった職と違う、よう似た職やと思いますが、

その職員の方の職務もしなければならない、そこで、恐らくその職員さんがもと

もとされている仕事とは別の仕事が増えるので、ひょっとすれば住民サービスの

低下につながるのではないか、また、こういった形で、賃金で臨時職員さんを雇

われるわけですから、当然のことながら税金を使うということになります。また、

職員さんが休まれている職員の仕事を補うということになれば、残業が増えるか

もわかりません。 

そういったことを考えると、この単に窓口業務の住民サービスの低下だけでは

なく、大きく見ると、予算にも反映するところだと思うので私は聞いてるわけで

すが、そこで、ここは人事担当に聞くのは非常に苦しいところかなと思うので、

ちょっと副町長にお聞きしたい。 

今年の４月にかなり大きな人事異動があったと思うんです。先ほどの答えの中

にもあったんですが、考課者の考課基準の平準化のため、職員研修を継続して実

施してほしいことなどの意見がありましたというふうにありますが、実際、今後

どのようにお考えになっているのか。いわゆる、この４月の大異動であったか、

ないかわかりませんけれども、管理職ではない、例えば課長補佐の職員が突然課

長になっていることってなかったでしょうか。今後、あるかどうかは置いといて、

今後あり得るかもわからへん。例えるならば、考課をされる側の人間が突然考課

者になることがあったら、その間の研修ってどのようにされるのかなというふう

に僕は不安に思うので、そういった面で、今後、先ほどお答えいただいた中で、

実際に今後どのようにされるのか、今の２点お伺いいたしますので、よろしく御

回答のほどお願いいたします。 
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○議長（小森重剛） 川嶋総務課長。 

○総務課長（川嶋正明） 貴多議員の再質問のうち、１点目の長所の強化、さらに

短所の改善をどのようにしているのかという御質問にお答えをさせていただきま

す。 

こちらにつきましては、前期・後期ともそれぞれ面談を行いまして、各所属長

１次考課者になりますが、その考課者、所属長ですが、それが各課員に面談を行

います。そこで、所属長の判断を経て面談をし、それぞれの長所・短所が点数で

あらわれるわけですけれども、そこを説明させていただくというようになります。

これが、２次考課者、主監級になりますが、続いて主監級で再度、面談ではござ

いませんが、書類審査となって、そこでもう一度審査があって、その後フィード

バックされると。１次考課者に返り、１次考課者から課員に状況を説明して返す

ということで、平たく申し上げますと、本当に点数の内容を説明しつつ、ここを

改善してほしいということが、それぞれ項目がございますので、その辺について、

短所については改善していく、また、長所についてはさらに強化していくと、そ

ういった方法をとっております。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 杼木副町長。 

○副町長（杼木栄司） 貴多議員の再質問に対しまして、副町長という御指名でご

ざいましたので、お答えを一つさせていただきたいと思います。 

まず、御質問の人事評価制度、考課の目的ということについて、私は、先ほど

課長が申しましたように、やはり町の組織を動かすための人材育成、それがひい

ては町民の皆さんの、住民福祉の向上に向かってというようなことでございます。 

先ほどから説明させてもらっている人事評価につきましては、数値的なものと

か、記録に残していろんな対策を講じるための手段というようなことでございま

すが、私は、その業務遂行に当たっては、役場の仕事、どこの仕事でもほとんど

そうだと思いますが、仕事は組織で行う、チームで行うというようなことで、最

大の人材育成は人事異動やと考えております。 

その中で、スポーツでいえば個人戦やのうて団体戦、チーム戦というようなこ

とで、そういったことで業務遂行、住民サービスの目的に向かってしっかりとチ

ームワークをつくる、総合力を養っていくということが一番大切でありますので、

そのためにチーム、職員の個々が、監督も含めて、課長も含めて、モチベーショ

ンをしっかりもって戦えるチームをつくっていくということが一番大事なことで
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ございますし、そのチームワークの状況によって個々のモチベーションをもつこ

とができず、メンタルへの影響とか、不協和音、チームワークが乱れるとか、そ

ういう可能性も大変ありますし、それも現実であります。そういったことも含め

て、しっかりと我々としては、そういう人事考課制度とか、ヒアリングとか、そ

ういうことを通じまして、いずれにしても、結果が出なければ、結果に向かって

いくように、進んでいくように、評価をしていただくようにもっていくのが我々

の仕事でございまして、原因なり要員を逐次、都度把握をしながら、おくれるこ

となく手を打つのが、私ども幹部の使命だと認識をいたしております。 

こういったことから、引き続きこういった心構えで、行政としての目的達成、

業務遂行、住民サービス向上に邁進してまいりますし、４月の機構改革、こうい

ったことにつきましては、新体制におきましてしっかりと、いわゆる実行可能な

チャレンジをしていこうというようなことで、人事異動、組織改正をさせてもら

ったことでございますので、そういった中で、いろんなさまざまな事情の中で支

援する部分もございましたら、そのことについては、先ほども申しましたように、

十分に都度把握をしてから、おくれることなく手を打ってまいりたいと考えてお

ります。 

併せまして、幹部職員の件でございますが、竜王町という組織の事情もござい

ます。また、単独町政で進めさせてもらっている事情から、管理職の平均年齢と

いうのが、やっぱり大きな市町の平均年齢からいうと、具体的な数字は申せませ

んが、やっぱり３歳から４歳、５歳ぐらいの若年管理職ということは事実でござ

います。そういったことから、場合によっては、課長補佐から直接課長、または

課長心得というような形で、いわゆる業務を遂行するためにそういう手を打つと

いうことも現実に出てきております。 

おっしゃっておりますように、いわゆる考課をされる者から考課をしていく、

いわゆる選手から急にコーチ、監督になるというようなことでございますので、

それはしっかりと我々も、研修といえば「考課者研修」ということもありますが、

いわゆるペーパー上、講演会の研修じゃなくて、我々上席、さらに上席におる先

輩課長あたりが、訓練をしていくような形で手助けをするというようなことも含

めて、そういった場面も構築をしてしっかりと、いわゆる管理職としての、考課

者としての能力を上げていく、それぞれが連携しながら上げていくというような

考えを持っておりますので、そういったことを含めまして、貴多議員の再質問へ

のお答えとさせていただきます。 
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以上でございます。 

○議長（小森重剛） 貴多議員。 

○１番（貴多正幸） 今、副町長からお答えいただいて、本当に私自身もありがた

いというか、気持ちは一緒ですので、人事評価、考課といいますと、どうしても

職員を１から何番って並べたりするような形のようなものが思い浮かばれるわけ

ですけれども、そうじゃなく、やっぱり今お答えいただいたように、チームとし

て考えていくというようなことを大前提に、また、大事にしてほしいなというふ

うに私も思いますので、今後、この前の４月に人事異動された結果、もう二度と

人事異動がないとは僕も思っていませんし、やはりいろんなことがあると思うの

で、その辺は適材適所、人事異動をまたしてくれはったら結構やと思いますし、

しかしながら、職員さんがオール竜王というものを考えていっていただかないと、

やっぱり竜王町の町民にもその思いは波及しないと思うので、今後ともそういっ

た思いのもと、人事考課制度、人事評価制度をしていただけますようにお願いを

いたしまして、質問を終わりたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（小森重剛） 西田町長。 

○町長（西田秀治） 済みません、私から１点だけお話をしておきたいと思います。

後ほどまた、今回の４月の人事異動につきましては少しお話しする時間をいただ

きます。 

人事考課制度、これは、私もう民間で４０年ぐらい仕事をしておりましたので、

この役場の今の人事評価制度とは基本的には全く一緒です、やり方は。だから、

決してやり方自体がおくれているとか、そんなことはございません。 

ただ、お話のあったとおり、平成２８年からという期間ですから、実施時期は

遅いということです。民間で既にされていることが今されているということです

ので、それはいかに的確に進めていくかが、人材育成とか、組織の活性化とかい

うことにつながっていくんだろうと認識しておりますので、少し補足をいたしま

す。 

それから、一番の問題は考課者、考課する人間の物差しです。人を見る目です。

それぞれ目が違いますから、それをいかに標準化する、共通化する、これが非常

に重要で、これは民間でも全て一番苦労しているところです。もし、これが間違

えますと、被考課者、いわゆる職員のやる気の喪失につながっていくこともあり

ますので、そこが一番重要なので、もちろんそこの強化というか、そのために研

修もやっているし、また、それぞれそういう目を養うような努力を管理職、考課
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する立場の人にはやってもらうということを進めているわけでございますので、

そういう意味でさらに精度を上げていくということ。 

それから、先ほどお話のあった抜てき人事といいますか、若い人を上げていか

なきゃいけない、今の組織のいろんな問題もありますので、上げる以上は、そう

いうことができる人を上げているというふうに私は認識しておりますので、御理

解をいただきたいと思います。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 次に、６番、内山英作議員の発言を許します。 

６番、内山英作議員。 

○６番（内山英作） 平成２９年第３回定例会一般質問、６番、内山英作。 

日野川堤防隣接集落は安心して生活できるか。 

平成２６年には広島豪雨災害、平成２７年には台風１８号による鬼怒川での水

害、平成２８年には台風１０号による北海道・東北地方での水害、そして、今年

は九州北部豪雨と、毎年、日本各地で大きな災害が発生しています。 

平成２５年の台風１８号による福井県・京都府・滋賀県での大雨により、日野

川が増水し、弓削地先では、河川水の浸透により堤防の一部が決壊しました。特

に、弓削、庄、林地先は、集落が堤防に隣接しており、今後、堤防の決壊が起こ

れば、家屋が流されることも想定されます。事実、弓削地先では、約１２０年前

に堤防が決壊し、現在の上弓削・下弓削ができています。そのような中、堤防が

決壊し、家屋が流されないための防止対策が必要であります。 

そこで、以下の点についてお伺いします。 

１番、日野川広域河川改修事業が竜王町に至るまで約３０年要すると言われて

いますが、現在の弓削、庄、林集落に隣接している堤防の強度と、増水した場合、

堤防は耐えられるのか、お伺いします。 

２番、今後の弓削、庄、林集落の隣接の堤防の補強工事の予定はどのようにな

っているのか、お伺いします。 

３番、平成２５年の台風１８号による日野川増水は、上流ダムからの放流と琵

琶湖から瀬田川への放流の連携が不足していたためであると考えられますが、日

野川の増水を抑えるための連携はできるのか、お伺いします。 

○議長（小森重剛） 森建設計画課長。 

○建設計画課長（森 徳男） 内山英作議員の「日野川堤防隣接集落は安心して生

活できるか」についての御質問にお答えします。 
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１点目の「弓削、庄、林集落に隣接している堤防の強度と、増水した場合、堤

防は耐えられるのか」及び、２点目の「今後の弓削、庄、林集落の隣接の堤防の

補強工事の予定はどのようになっているのか」についてお答えします。 

河川堤防の決壊する要因としては３つに大別され、１つ目が河川水の越流によ

るもの、２つ目は河川水の侵食・洗掘によるもの、３つ目が河川水の浸透による

ものであります。洪水時に堤防が耐えられるかどうかについては、これらの要因

に対し、堤防の安全性を確保できるような対策を行っていく必要があります。 

現在、河川管理者である滋賀県では、背後地が人家などの、人命被害の危険性

が高い区間を優先的に堤防強化事業を進められております。 

一級河川日野川の堤防については、これまでから洪水被害などに対応するため、

近傍で得られた土砂により築造されてきたという履歴を持ち、さまざまな土質材

料で構成されていることから、箇所によって土質が異なり、その土質調査データ

等も不足しておりますが、決壊等による被害を防ぐため、堤防の補強をしていた

だいております。 

また、今年度、広域河川改修事業整備実施区間の上流端である一級河川善光寺

川合流点から岩井地先の名神高速道路付近の約８キロメートルを対象に、安全対

策を実施する地域の優先度検討を実施されており、弓削、庄、林地先についても

対象地域となっております。 

今後は、この検討結果に基づき、優先度の高い地域から安全性を確保できる対

策工事を実施していく予定となっております。 

本町といたしましては、沿川住民の安全で安心した生活の維持確保に向け、日

野川の早期抜本改修を進めていただくこと、堤防強化を順次行っていただくこと

を、引き続き、３市２町で構成します日野川改修期成同盟会、日野川沿川８集落

で構成されます竜王町日野川改修促進協議会とともに河川管理者へ要望し、併せ

て、現在事業採択を受けております河川改修事業整備実施区間につきましても、

上流域へ延長していただくよう要望しております。 

次に、３点目の「日野川の増水を抑えるための連携はできるのか」の御質問に

ついてお答えします。 

日野川の増水は、日野川ダムからの放流が影響しているとの御指摘であります

が、平成２７年第４回定例会の一般質問でもお答えさせていただきましたとおり、

日野川の水位上昇については、支流の佐久良川、出雲川からの流入水量が大きく

影響しております。なお、日野川ダムにおいては、放流時に下流地域へ水位情報
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等が伝達されることとなっており、台風等による大雨により相当な降雨が予想さ

れる場合には、予備放流し、洪水調節が行われております。 

また、琵琶湖から瀬田川への放流についてですが、平成２５年の台風１８号時

では、琵琶湖への流入量が急増し、最大毎秒６，０００立方メートルに達したと

推定され、瀬田川の洗堰の放流量は毎秒８００立方メートルであることから、琵

琶湖の水位は、約１メートル上昇しました。瀬田川下流の天ケ瀬ダム流域の流入

が増加しているため、洗堰の全閉操作が行われましたが、その影響は、１０セン

チ程度であり、仮に全開であったとしても、琵琶湖の水位は約１０センチの低下

と考えられております。 

このことから、琵琶湖の水位を下げるための施設整備など、治水安全度の向上

に取り組んでいただくよう関係市町とも連携しながら河川管理者に求めていきた

いと考えております。 

近年、局地的な集中豪雨が多発する傾向にあることから、今後、降雨時におい

て治水、利水機能を有する日野川ダム、蔵王ダム、頭首工など各施設の管理者と

の連携、連絡体制をさらに強化を図っていただくよう要望してまいります。 

以上、内山議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 内山議員。 

○６番（内山英作） 日野川堤防の強化策として、今日まで、回答にもありました

けれども、近傍で得られた土砂により築造されてきたという履歴をもって、さま

ざまな土質材料で構成されているということでしたけれども、やはりこういった

土質の材料が違うと、風化とか浸透、浸食に弱いと思われますので、最終的には

これらの強化に当たっては、やっぱり同じ土質で築造されるほうが、こういった

風化・浸食・浸透等に強いということがありますので、この辺が同じ土質で築造

することができるか、できないか、まず１点お伺いします。 

それから、今年度ですけれども、一級河川の善行寺川合流点から岩井地先の名

神高速道路付近の約８キロを対象に、ここに書いてますけれども、安全対策を実

施する地域の優先度検討を検討されているということでございますけれども、今

年度はまだ半分しか終わってませんので、現在までの進行状況とこの優先度検討

の中身ですね、何を検討されているのかお伺いします。 

それから、平成２５年、４年前の台風１８号の件で日野川が増水しまして、弓

削地先のところも決壊寸前でございましたけれども、そのときに日野川の増水と、

それから、やっぱり洗堰の放流の調節が大事だということで、琵琶湖の水位を、
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できれば大きく、下がればこういった日野川の増水もなかったと思われるんです

けど、このときは１メートル上昇したということで、例え洗堰を全開にしても、

１０センチ程度以下しか下げられないということでございますけれども、今後、

具体的に、こういった下げる方法はないのかどうかということですね、その３点

についてお伺いします。 

○議長（小森重剛） 森建設計画課長。 

○建設計画課長（森 徳男） 内山議員の再質問に対してお答えいたします。 

まず、土質につきましては、さまざまな土質が同じような土質でできるかどう

かという御質問についてでございますが、現在、先ほどお答えさせていただきま

したように、安全度の調査をされているということもございます。まず、そこに

対しまして安全対策工事をされるに当たりましては、その箇所、その箇所に対し

まして土質調査もされ、その土質調査に基づきまして工法を検討されて、工事を

されているということでございます。 

現在、日野川につきましては、既に今の現状の日野川の形ができておりますの

で、どちらかと言えば、これからの日野川の堤防をどのような強化をしていくか、

そちらのほうが優先かなというふうに考えておりますので、同じ土質に変えると

いうよりは、例えば安全対策の工事をするときに、どうした工法、また、どうし

た土質をもつということを考えるべきかなということでありますので、あくまで

も堤防補強工事をするためにどうした工法をもっていくかということになります

ので、そうしたところが、同じ土質じゃなく、そういった工法をもっていくとい

うことになってございます。 

それから、安全度の優先度検討ですけれども、現在の進捗というところでござ

いますが、現在、今年度の進捗は、この８キロを単位として検討をされていると

ころでございます。 

何を中心に検討されているかといいますと、やはり日野川の堤防の安全対策に

つきましては、まず、人家が近いところをやっぱり優先にしていかなきゃならな

い、何を目的とするかというと、やはり人命救助が第一というところで、例えば、

いわゆる農地の近い堤防を補強していくのか、それとも集落の近い堤防を補強し

ていくのか、その集落の近いところでも各集落がございますので、それの中で、

また堤防強化するに当たっての優先順位をつけていかなければならない、こうし

たところの点検をされているということで、ほぼ今年度その調査が終わるという

ふうに県のほうから聞いております。 
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それから、琵琶湖の水位を下げる今後の具体的な方法というのは、今現在では、

特に具体的な方法というのは聞いておりません。今現在、瀬田川の放流の量でご

ざいますが、やはり琵琶湖の水位を一気に下げるとなりますと、今度は琵琶湖の

水環境にも影響するということもございます。そうしたところの総合的な検討も

必要です。また、瀬田川の洗堰の下流ということでございますので、京都、大阪、

いわゆる淀川水系になりますけれども、そちらの河川をいかに耐えられるように

していくか、そちらの検討も必要ということでございますので、そうしたところ

の一体的な検討をこれからされるということでございますが、まだそれに対して

具体的にどのようにしていくかということは、今現時点ではまだ考えておられな

いということでございます。 

以上、回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 井口産業建設主監。 

○産業建設主監（井口和人） 内山英作議員の、日野川と洗堰の関係で、今森課長

が申しました部分につけ加えて説明させていただきます。 

県内につきましては、琵琶湖にそそぐ主要な河川が７河川あるわけでございま

す。それぞれ上流には治水ダム、また、利水ダムを持っておるわけでございます。

また、場所によりましては、日野川のように頭首工を持っている場所があるわけ

でございます。これらの連携というのが、非常に重要なものでございます。 

先の、今年の台風１８号のときでございますが、これは事例でございますが、

日野川につきましては、先ほど図司課長が申しましたように、先に気象庁から

「こんだけ降る」という情報がございました。これに伴いまして、日野川ダムに

つきましては、ほぼ０％というような形で先に放流をしていただいた。また、頭

首工につきましては、事前に全て開閉していただいたという形で、情報を連絡と

いいますか、それぞれの施設の連絡を密にする中におきまして、琵琶湖への流入

量を減らすことにより、大雨が降ったときの上昇率につきましてある程度抑えて

いけるんではないかなというように思います。 

これらにつきましては、それぞれの土木事務所、また、施設管理者につきまし

て要望等もさせていただき、東近江につきましては、今申しましたように、土木

のことにつきまして、関係機関にも要望もさせていただいたところでございます。 

今後につきましては、県を通じまして各施設の連絡体制というのを強化する中

におきまして、琵琶湖への水位の上昇を極力下げたいというように考えておりま

す。よろしくお願いいたしまして、日野川と洗堰との関係につきましての御説明
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とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 内山議員。 

○６番（内山英作） いずれにしても、毎日が安心して寝られるような堤防の補強

対策を、今後、各関係機関と連携して進めていってほしいというように思います。 

次の質問に移ります。 

○議長（小森重剛） この際、申し上げます。ここで午前１０時３５分まで暫時休

憩いたします。 

休憩 午前１０時２２分 

再開 午前１０時３５分 

○議長（小森重剛） 休憩前に引き続き会議を開きます。 

６番、内山英作議員。 

○６番（内山英作） 平成２９年第３回定例会一般質問、６番、内山英作。 

地域支え合いしくみづくりモデル事業で何をめざすのか。 

少子高齢化が一段と進み、今から自分自身の問題として地域での居場所づくり

を考えておくことが、最終的には地域のためになると考えます。 

そこで、今年度からモデル事業の取り組みが始まったが、以下の点についてお

伺いします。 

１、本事業の目的は何か。何を目指しているのか。 

２、福祉は人であるとよく言われます。福祉委員、健康推進員などのように本

事業を自治会単位で推進していく委員の設置についての考えはどうか。 

３、モデル事業では、福祉、防災、自治会運営など地域の困り事を洗い出し、

その課題を解決する持続可能な仕組みづくりを検討するとありますが、特に、自

治会運営では、具体的にどのような事例が考えられるのか。 

４、第五次竜王町総合計画でのコミュニティ計画策定と今回のモデル事業の関

連性を、どのように考えているのか。 

５、モデル事業を継続、推進するための組織として、自治会、福祉委員会、モ

デル事業推進のために立ち上げた組織などがありますが、実際には、どの組織で

事業を推進していくのがよいのか、お伺いします。 

○議長（小森重剛） 奥主監心得兼未来創造課長。 

○主監心得兼未来創造課長（奥 浩市） 内山英作議員の「地域支え合いしくみづ

くりモデル事業で何をめざすのか」の御質問にお答えいたします。 

１点目の御質問でございますが、このモデル事業は、５年後、１０年後の少子
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高齢化・人口減少を見据えた地域課題を洗い出し、その課題を地域の支え合いで

解決できる持続可能なしくみづくりを検討し、構築していただくことを目的に取

り組んでいただいております。 

２つ目の、本事業を自治会単位で推進していく委員の設置については、モデル

自治会でのしくみづくりで運営、進行管理を行う中核メンバーがそれに相当する

と考えます。今年度、モデル事業を進めていただいている林自治会では、公募に

より約１０名で体制を組まれています。 

３点目の、自治会運営での具体的事例でございますが、現在、モデル事業を進

めていただいている鵜川自治会では、課題として「役員等の人材不足」が掲げら

れています。この課題は、「人口減少」、「高齢化」、「生活の多様化」が背景

にあり、このためにみんなで参画する自治会運営とするための「組織の見直し」

が議論されています。具体的には、「班長制の再編」、「女性の参画」、「自治

会行事の免除規定の見直し」を検討いただいております。 

さらに目新しい取組として、次男等で転出してしまった地縁・血縁者と自治会

との絆をより強いものに構築し、これらの関係者を巻き込んだ自治会運営につい

ても検討をいただいております。 

次に、４点目の、コミュニティ計画と今回のモデル事業との関連性でございま

すが、このモデル事業は、ミクロな課題の解決の積み重ねだと考えており、その

積み重ねの経過やノウハウ、成果の蓄積は、コミュニティ計画策定と同様のもの

と考えております。 

最後に、５点目の、事業継続推進のための組織についてでございますが、それ

ぞれの地域の事情によって違ってくるものと考えております。それぞれの自治会

が持つこれまでの風土や背景、人材や施設等の資源、そして、課題の内容によっ

て中心的役割を果たす組織は多様にあり得るため、行政から、この組織で進めれ

ばいいと言うのではなく、モデル事業を進める上で、既存の組織がよいのか、新

たに組織した方がよいのかも含めて、モデル自治会とともに検討していきたいと

考えております。 

以上、内山議員への回答といたします 

○議長（小森重剛） 内山議員。 

○６番（内山英作） 今年度、新規の事業としてモデル事業を林、それから鵜川地

区で進めていただいているわけですけれども、答弁にもありましたけれども、鵜

川地区では自治会の関係のことをやっておられるということですけれども、林の
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ほうで具体的にどういった取り組みをやっておられるのか、まずお聞きしたいの

が１点でございます。 

それから、モデル事業で１年、２年で終わるんじゃなく、やっぱりこういった

事業は、将来の自治会のために継続的な事業を推進していただくことが必要にな

ってくると思うんですけれども、２年目以降、どういった町の支援のあり方を考

えておられるのかということですね、この２点をまずお伺いします。 

○議長（小森重剛） 山添総務主監。 

○総務主監（山添みゆき） 内山議員の再質問にお答えいたします。 

まず、１点目でございます。 

林自治会の今年度の取り組みでございます。２つのテーマにつきまして、取り

組んでいただいているところでございます。 

１点目が、買い物支援や通院支援という移動手段に対して、どのような支え合

いの仕組みがつくれるか。 

２点目が、子育て支援ですね、例えば、一時保育であったり、学童であったり、

放課後の子どもを預かる、そういったところの仕組みづくりを検討していただい

ているところでございます。 

もう一点目の、今後の本事業の進め方、また、方向性ついてお答えいたします。 

今回の支え合いのしくみづくりといたしましては、これまでからの福祉委員さ

んや健康推進委員さんらの活動とは違いまして、生活に密着した困り事を解決し

ようというしくみづくりでございます。今回、林でそういった移動手段の検討を

行っていただいていますし、鵜川では、自治会の運営につきまして、どういった

広いメンバーで支え合えるかということを検討していただいております。今回で

きたしくみを年度末には発表していただきまして、それらを他の自治会で取り入

れられるかどうか、そういったことの検討もしていただきます。 

また、このモデル事業はあと２年続けまして、３年の事業としております。あ

と２年間、そのモデル事業、先にできたしくみを取り入れて、また、それぞれの

自治会なりにリニューアルをしながら取り組んでいただくこともございますし、

また、新たな違った課題、例えば認知症の方が多いところではどのような対応を

するのか、そういったところの新たな課題に対するしくみづくりに取り組んでい

ただくところもあろうかと思いますので、そういったことをあと２年続けていき

たいと思っております。 

それと同時に、この事業を持続可能な取り組みにするということで、本来その
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事業の中で経営に関する経費が生まれて、また運営に回していけて、自動に自然

と事業が継続していけるような支出・収入が回ればよろしいんですけれども、そ

れがうまく運営に、円滑に進むまでの支援といたしまして、行政といたしまして

は、自治会向けの統合的な補助金を考えておるところでございます。これまで自

治会に対しましてさまざまな補助金制度がございますけれども、そういったもの

のメニューの中身に、支え合いのしくみづくりのメニューも盛り込みながら、ト

ータルで自治会としてどのメニューを使おうかという選択もしていただきながら、

補助金制度を構築してまいりたいと思っております。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 内山議員。 

○６番（内山英作） モデル事業を何年も続けて推進していくためには、やはり林

のところでもありましたけれども、中核になっていただくメンバーがやっぱり重

要になってくると思います。そういったことで、研修を含めたこういった人材育

成、教育ですね、今後、モデル事業以外の地域も、また手を挙げられるところも

あると思うんですけれども、そういった人材教育についてどのように考えておら

れるのか、まず１点お伺いします。 

それから、このモデル事業は、誰もが地域で安心して暮らしていくために、一

つのよい事例だと思いますので、ぜひ町内に広げていただいて、他の市町のモデ

ルになればいいなというふうに思っておりますけれども、このモデル事業に対す

る町長さんの考えをお伺いします。 

それから、３点目です。最終的には、やっぱり地域でこういった支え合いのし

くみをつくることによって、安全・安心なまちづくりを目指しているわけでござ

いますけれども、以前も一般質問でさせていただいたんですけれども、最終的に

はそういった、例えば、暮らし安心の条例とか、地域福祉推進条例的なものをき

ちんとつくっていただいて、町民にＰＲして、町のほうで進めているということ

をやっぱりもう少し情報提供をしてやっていくと、各地域のほうも、「それじゃ

あやろうか」ということになってくると思いますので、こういった条例の制定に

ついてどのように考えておられるのか、この３点についてお伺いします。 

○議長（小森重剛） 山添総務主監。 

○総務主監（山添みゆき） 内山議員の再々質問にお答えいたします。 

まず、１点目でございます。人材育成についてどのように考えるかということ

でございます。 
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私は、この支え合いのしくみづくりを進めるに当たりましては、特別な人材育

成は必要ないと思っております。といいますのは、支える側、また、支えられる

側、それは誰しもがどちらにもなり得るということでございます。皆さんの一人

一人の意識啓発を行う中で、皆さんお互いに助け合うというところのシンプルな

しくみをつくって広めていきたいと思いますので、意識啓発を含めて人材育成と

捉えております。 

それから、３点目の条例につきましてお答えさせていただきます。 

このような、先ほどのコミュニティ計画等もございますけれども、計画までを

立てるのが目的ではございません。ある課題をどのように解決するのか、解決を

目指すというところに主眼がございます。そういったところで、実際に幾ら立派

な条例がありましても、それぞれの皆さんの生活が実際に楽になって、安心した

暮らしになっていかなければ、値打ちがないと思っております。そういったとこ

ろで、実態を先につくりまして、それに応じて宣言条例的なものがあればいいと

いう風潮が出ましたら、またその当時に検討していくことになろうかと思ってお

ります。 

以上、私からお答えいたします。 

○議長（小森重剛） 西田町長。 

○町長（西田秀治） 内山議員の今の御質問にお答えをしたいと思います。 

私は、竜王町全体を本当に支えるという意味の支援というのは、もちろん必要

だと思いますけれども、財政が非常に厳しくなっていく今後をにらみますと、や

はり一番根本は、現場、現場の各自治会ごとのそういう取り組みの力をどう高め

ていくのか、また、そういう仕組みをどうつくっていくのかが、やはり今後の竜

王町全体の福祉・介護の取り組みの大きなポイントだろうという認識をしており

ます。 

したがいまして、各自治会ごとの取り組みの創意工夫というか、それを手助け

していいものをつくり上げて、それをまた他の自治会の皆さんにも説明をして採

用してもらう、そういうことを重ねていくことがやっぱり必要なんだろうという

思いを持っておりまして、今回の支え合いの取り組みのスタートから具体的に各

自治会に手を挙げていただいて、その中から今の２つの自治会の活動を支援する

というふうにしたわけでございます。 

したがいまして、これにつきましては、今後、竜王町のあり方の一つのモデル

ケースをまずここでやってみて、それをさらに広めていくと、それがやっぱり竜



- 81 - 

王町らしい取り組みというか、中身のある、地域に根差した、密着したそういう

取り組みになっていくんではないかなと、そんな思いを持っておりますので、私

はこの取り組みを大変大事な取り組みだという認識をしておりますし、可能な限

り支援をしていきたいというふうに思っております。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 次に、７番、松浦 博議員の発言を許します。 

７番、松浦 博議員。 

○７番（松浦 博） 平成２９年第３回定例会一般質問、７番、松浦 博。 

危険・老朽化が著しい公共施設の具体的な対策について。 

竜王町公共施設等総合管理計画における、建物性能の累計型⑧「安全性の確保

に加え、老朽化が進行し、改修・改善や建替え等の検討が必要な施設」と格付け

されている次の建物についてお伺いいたします。 

１、公民館別館（青年団事務所）。平成２７年第１回定例会の一般質問の回答

では、「耐震補強対策を進めていく施設ではない。長期的に利用することができ

ない」と回答されています。 

２、南部地区防災センター。平成２８年第４回定例会の一般質問の回答では、

「外壁に使用されているスレート材には、４．１％のアスベスト類が含まれてい

る。老朽化による劣化・破損等による飛散の可能性から、安全性の確保は十分で

ない。危険な施設。地元との協議・相談し、有効活用する」と回答されています。 

このように、危険・老朽化されていると認識した回答をされたにもかかわらず、

具体的対策を講じることもなく、利用者や住民への注意喚起もない中で使用を続

ける理由について伺います。 

また、今日まで、調査検討、地元との協議をされてきた結果についてもお伺い

いたします。 

○議長（小森重剛） 竹内生涯学習課長。 

○生涯学習課長（竹内 修） 松浦 博議員の「危険・老朽化が著しい公共施設の

具体的な対策について」の御質問のうち、公民館別館（青年団事務所）について

お答えいたします。 

現在、竜王町公民館別館は、青年団の利用に供しておりますが、これまでの一

般質問で回答させていただいたとおり、老朽化が進んでいる施設であり、いつま

でも使用する施設ではないと考えております。このことから、継続使用は難しく、

躯体補強修繕は行っておりませんが、地震等の対策として、今日まで２階の資材
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等を１階へおろすなど整理整頓を行い、万一に備えて備品の下敷きにならない配

置対策と点検を進めてまいりました。 

また、有事の際の注意喚起として、地震等が発生した場合は、速やかに外へ避

難するよう指導をしております。 

当館は、たちまち建物が傾き倒壊する状況ではありませんが、応急の対応とし

て、なるべく早く青年団事務所を安全な建物に移転すべく、代替施設の確保に向

け調査をしているところです。 

調査の中では、青年団活動が途切れることのないように配慮するために、青年

団役員と協議を重ねているところですが、遅い時間まで活動が可能な代替施設を

見出せず、結果として今日に至っております。 

一方、本施設に係る今後の対応を考えるため、「竜王町若者交竜ＲＳＮＳ拠点

づくり検討業務委託」を平成２８年度に発注し、施設整備を図る上での許認可を

始めとした課題や地域とともに若者が活動している先進地事例を整理し、ソフト

面を含めて新施設の基本コンセプトを検討してまいりました。新施設の基本コン

セプトでは、青年団を始め、若者の活動拠点として位置づけることから、施設利

用時間に柔軟性を持たせた運用形態にも考慮することが求められます。 

また、本町として、若者の力でさらに地域を元気にしていくための活動拠点施

設づくりに向け、その場所についても、町の将来構想の１つであるコンパクトシ

ティのあり方との整合性を図る必要があることから、関係部局と連携しながら引

き続き検討をしてまいります。 

今後も、本町の未来を拓いてくれる頼もしい人材育成を目指して、青年団をは

じめとした若者の育成に努めます。 

以上、松浦議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 図司生活安全課長。 

○生活安全課長（図司明徳） 松浦 博議員の「危険・老朽化が著しい公共施設の

具体的な対策について」の御質問のうち、「南部地区防災センター」についてお

答えいたします。 

御質問の竜王南部地区防災センターは、第１防災区の水防倉庫、竜王町消防団

第１分団の消防ポンプ車倉庫としての機能を有し、防災資材、ポンプ車を備えて

おります。 

また、昨年度策定の公共施設等総合管理計画の中では、御質問のとおり、改

修・改善や建替え等の検討が必要な施設として定めておりますが、一方、地域防
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災計画に基づく防災拠点施設の水防倉庫として位置づけておりますことから、現

状においては、自然災害や火災に備えて活用しているとともに、現状の維持を図

るための日常的な施設管理を行っているところです。 

近年、本町におきましては、各種の災害に迅速かつ効果的、効率的に対応でき

るよう、地域防災計画に基づき、山之上地先の防災拠点施設をはじめ、弓削地先

に（仮称）北東部地域防災拠点施設、岡屋地先の滋賀竜王工業団地内に（仮称）

西部地区防災センターなど、新たな拠点整備を進めているところです。 

こうした中、災害発生時に資機材や備蓄品がそれぞれの地域の想定に応じて有

効に活用できるよう、全町的に配置を見直すとともに、現状の竜王南部地区防災

センターの使用状況を鑑みますと、防災に限らず、町の広い分野での横断的なあ

り方の検討が必要であると考えます。 

これらの検討結果を踏まえる中で、できるだけ早期に、必要となる施設の規模

や建物自体の解体、改修などの方針を具体的に建設計画に位置づける中で対応し

てまいりたいと考えております。 

今後においても、抜本的な対応が完了するまでの間におきましては、危険箇所

の事前確認や日常の管理等に努めてまいります。 

以上、松浦議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 松浦議員。 

○７番（松浦 博） それでは、再質問したいと思います。 

今の回答で感じたのは、まず、公民館別館につきましては、青年団活動につき

ましては、今まで担当されていることが一般質問の中でも述べられておりますの

で承知しております。今回は、耐震の建物ということでお聞きしておるというこ

とでございます。 

南部防災センターにつきましては、今の回答からイメージしますと、いわゆる

建物は古いけれども整理がされて、いろんなものが奇麗に整理整頓されているん

だなというイメージを受ける感じですけれども、私のあそこの奥に入りましたが、

もう余り二度とは入りたくない、見てみたら役場にも規定がありますけれども、

職員安全衛生規程というのは、こんな中で長いこと仕事するのに、この規定に接

触するんじゃないかなというようなことを思いながら、もう二度と入りたくない

というようなイメージでございます。これが私の感想です。 

それで、質問に移ります。 

回答をいただくのを先に申し上げておきますけれども、実は、総合管理計画の
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庁内検討委員会の委員長が３人お願いしたいと思います。今もちょっと言いまし

たが、職員安全衛生規程の責任者・副責任者も同じ方でございますし、全体を見

回す扇のかなめの総務主監にお願いしたいと思うんですけれども、まず、この質

問をする３つの観点がある中の２つをお伺いしたいと思います。 

１つは、第五次総合計画の中で、これずっと読んでみますと、また関連するい

ろんな条例、計画等々を見てみますと、竜王町は、やっぱり人に焦点を当てた立

派な計画をされているなということを、つくづく思っております。みんなが安心

して暮らせるまちづくり、町民と行政とで、共同によるオリジナルなまちづくり

を目指しているというようなことがうたわれているわけでございますが、「竜王

町まち・ひと・しごと創生総合戦略」においても、安心して暮らせるというよう

なことも言われておりますし、会期中の委員会の中でも、執行部の皆さんから

「安全・安心」という言葉は、随所で多く使われているという感を受けておりま

す。我々議員のほうも、人口減少特別委員会で今度提案されますが、町民の安

全・安心ということを最後の結びにされているということに、非常に感激を受け

ました。 

そういうことからいきますと、法の最上位が憲法でございますが、それ以下の

ものはあかんわけで、それよりも幾ら高くてもいいんですけれども、条例なり、

決まりを決めていくということでいきますと、人にやさしいまちづくりというこ

とを感じたのは、１３条の「個人は尊重される」ということと、２５条の生存権、

「最低限の生活をする権利がある」という中で、豊かな生活ということを目指し

ておられるということを考えますと、非常に人にやさしいまちづくりを目指して

おられるということを、まず考えました。これが１点でございます。 

この人にやさしいまちづくりは、非常に財源確保が難しいということは、後の

問題でも出てくるんですけれども、大変な問題であります。 

２つ目の問題。今回は、２つの建物について質問をしておりますので、老朽化

した安全性の確保ができていない公共施設ということでございます。 

これに関しまして、平成２６年４月、総務省自治財務局から公共施設等の総合

管理計画の策定に当たってということで通知が来ておると思うんです。インフラ

の老朽化が早急に進展する中で、「新しく造ることから」から「賢く使うこと」

というような内容の規定があり、それによって後で述べる計画がされたわけでご

ざいますけれども、その当時の情報を見てみますと、日経新聞でこういうおもし

ろい記事がありまして、これは平成２８年１０月３０日、先ほどのは平成２６年
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４月の総務省の文書ですが、平成２８年１０月ごろには、日経新聞では、「公民

館は全国で１万３，２５２館あって、耐震化ができているのは７５％」というこ

とです。５６年以前の公民館が５，０５０あって、耐震化ができたのが１，７７

４ということでございますので、できていないのが３，２７６館というような情

報があり、総務省は、「住民が多く集まる場所ですので、自治体の皆さん、耐震

化を早くしてください」というようなことが新聞で出ておりました。それで、文

部省は、生涯学習政策局から、平成２８年１１月２日に公民館の耐震化の促進に

ついてという通知が来ておりまして、いわゆる、今言いました、「たくさんの方

が集まる学習の場所であるので、耐震化促進について御高配願いたい」というよ

うなお願い文書が来ておるはずでございます。 

竜王町ではそれを受けられまして、竜王公共施設等総合管理計画を平成２９年

３月に策定されたわけでございます。この計画は、まちづくりの最高位計画であ

る第五次竜王町総合計画に適合、「適合」という意味はわかりませんけれども、

言葉は「適合」という言葉を使っておりました、適合するものとされておりまし

て、国のインフラ長寿命化基本計画に基づきつくられたものでありまして、目的

は、将来にわたって安心で安全な住民サービスの提供というようなことが言われ

ております。 

今回、主監にお聞きするわけですけれども、今言いましたように、片一方では、 

人にやさしいまちづくり、片一方では、これ今２つ提案しているんですけど、

南部防災センター、公民館別館、建物の性能が累計型⑧、一番悪いランクでござ

います。このような危険な建物、安全でない建物について幾つかお伺いしたいと

思います。 

まず、これは利用者なり、近隣住民に安全は確保できているのか。 

２番目に、先ほどありましたように、新しくつくるより賢くという、この「賢

い」という考え方は、この計画のどこに入っているのか。 

３つ目に、危険であるということを隣近所、または利用者、先ほど別館は協

議・周知しているということでございましたが、南部では周知されているのか。 

４つ目に、地元と協議するということを、前の一般質問の回答で言われており

ます。地元と協議されたのか、また、協議するに当たって、行政としてどのよう

な考え方をもって協議しようとしておられるのか。 

５つ目に、今回の回答にありました「早期」という時間的な概念は、どのよう

なものかお聞きしたいと、この５点につきまして、主監、お願いします。 
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○議長（小森重剛） 山添総務主監。 

○総務主監（山添みゆき） 松浦議員の再質問にお答えしたいと思います。ちょっ

とたくさん項目をいただきましたけれども、トータルな答えになるかもしれませ

んので、お許しいただきたいと思います。 

この公共施設等総合管理計画につきましては、今後、人口減少を踏まえた中で、

公共施設をどのように維持していくかというのが大前提にございます。その中で

本当に必要な施設、それを安全に確保していくということであろうかと思ってお

ります。 

その中で、ただいま具体的に問題提起いただきました青年団室と岡屋地先の防

災センターでございますけれども、これらに関しましては、まず青年団室に置き

ましては耐震工事ができておりません、という観点から、安全面では第一に課題

が大きいかと思っております。そういったところで、この公共施設等総合管理計

画の中では、やはり解体の方向で検討せざるを得ないと思っております。 

ただし、それまでには、今現在の青年団室をどこに移転するのか、そういった

ところの課題につきまして、当事者の皆様と話し合いながら進めた上での方策に

なるかと思っております。ですから、時期につきましてはちょっとまだ断言でき

ませんけれども、そういった方向で進められるかと思っております。 

それから、防災センターにつきましては、アスベストを保有しているという問

題もございます。こういった観点から、こちらも安全性には一定の問題がござい

ます。ただいま、岡屋地先に新たな工業団地の中に防災センターも入ってきてお

ります。ただし、その地元の自治会の中にも消防車を置くとか、一定の消防の施

設としての活用も必要かと思います。それも踏まえますし、アスベストの処理を

どうするのかということもございます。 

ということで、いろいろな方策といたしましては、方法がまだまだ考えられま

すので、一概に解体ということは言い切れませんが、アスベストを何とか処理し

ながら利活用、新たな広域の防災の消防車の温存等は残しつつ、最低限の防災の

機能は残しつつ、新たな活用を図るということも考えられます。 

ということで、そのあたりは地元の皆様の御意向も聞きながら、そして、この

総合管理計画につきましては町全体を見据えて進めますので、そのあたりも御配

慮、御理解をいただきまして、また皆さんの御意向も聞きながら進めてまいりた

いと思いますので、御理解いただきたいと思います。 

○議長（小森重剛） 杼木副町長。 
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○副町長（杼木栄司） 松浦議員の再質問のうち、特に南部防災センターの件につ

いて、私のほうからもお答えをさせていただきたいと思います。 

当然、総合管理計画も踏まえまして、また、前回１２月の御質問に私のほうも

お答えをさせていただいておりますが、このままその施設を放置するという施設

では決してございませんし、しっかりとこのことについての利活用、並びに対策

を考えていかなければならない施設ということで認識をさせてもらっております。 

先ほど担当課長が申しましたように、防災センター、防災の拠点という意味で

は、山之上、また、岡屋の工業団地内、また、弓削の安吉橋ということで、それ

ぞれ建築なり、充実をしてまいりますので、そういったことも含めて機能の再編、

これも十分検討しなければならないし、実際にこの年度末をもって完成をします

ということになりますと、先ほどの防災計画も含めて、しっかりとそのことにつ

いては進めていかなければならないと考えております。 

いずれにいたしましても、この利活用の問題も含めまして、いわゆるこの今の

公共施設が岡屋地先にあって、周辺の方に御迷惑をかけるということはあっては

ならないということを感じておりますので、そういったことも含めて施設管理に

ついては徹底をしてまいりたいと思います。 

特に、先ほど地元の皆さんとの情報交換というようなことが、そこまでアクシ

ョンを起こさせてもらっていないのが現状でございます。このことからも、今申

し上げましたようなさまざまな条件が今動きかけてもございますし、また、先ほ

ど総務主監が申しましたように、やはり再編も含めて御議論させてもらうという

ことになりますので、早急に自治会長さんにもお願いをしながら、一応情報交換

の場を持たせていただきたいと思います。 

特に岡屋の工業団地の中の防災施設の、ここの状況も含めてそういった情報を

出させてもらいながら、地元の皆さんとの情報交換の場を持ちながら、いろんな

アイデアもいただきたいと思っておりますので、そういう意味でのアクションが

まだ起こせてはいない部分につきましては、そんな形で回答させていただきまし

て、その場を持たせていただきまして、また改めて地元議員の皆さんからもアイ

デアをいただきたいと思いますので、ぜひともよろしくお願い申し上げます。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 松浦議員。 

○７番（松浦 博） ３つ目の観点からお伺いしたいと思います。 

これは、今２つの例えばのことを言ってますけれども、全体的に他のことにも
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絡む問題を多く含んでおります。 

というのは、「時」というテーマで考えております。 

今回、中学校のアスベストの例を出すんですけれども、震災の例で出すとこう

言われますので、もうアスベストだけにしておきますけれども、「時」というテ

ーマは、単純に言えば、いつまで対応するのかということでございますけれども、

しかし、そこの裏には、時期がおくれたことによって不利益をこうむる人がいる

んではないかというテーマでしゃべりたいというように思います。ですから、町

長にお願いしたいと思うんですけれども、アスベストをテーマにします。 

平成１７年９月１５日に、竜王町のアスベスト対策の工事がされた、そのこと

が本議会で、一般会計補正予算で専決処分で上程されております。当時の議員の

若井議員、西議員が補正予算に対して質問をされております。これは、補正、専

決だけで大体ニュアンスがわかってくると思うんですけれども、町は待ったなし

の早期の対応ということであったのでしょう、若井議員、西議員が質問をされま

して、それを見てみますと、やっぱり全国的にアスベストは大きな問題であり、

調査をし、施設をどこに何があるのか明らかにしなさいと、早急な対策をしなさ

いというような質問をお二人からされておりまして、竜王町といたしましては、

アスベスト対策本部を設置し、平成１７年８月末に、調査で３６件の報告を受け

ているというような内容のことが議事録の中にありました。「今後、さらなる公

共施設の調査をしながら、早急な対策をさせていただきたい」と言われたのが、

平成１７年であったわけでございます。 

改めてこの問題を少し整理するのには、時系列に物事を並べたほうがわかりや

すいと思いまして、述べさせていただきます。 

大分端折りますけれども、このアスベストに関しましては、昭和４６年に発が

ん性物質として規制がされたわけでございます。それ以後、その前後もあったん

ですけれども、昭和６０年代に学校・住宅のアスベストが大きな社会問題として

取り上げられました。昭和６２年には、学校の吹きつけアスベストが大きな問題

となり、同じく６２年に、学校のアスベスト対策工事について、公立学校施設整

備費国庫補助制度ができ、申請すれば優先的に採択するというような国からの通

知があったはずでございます。 

ところが、次には昭和６２年から平成１７年まで飛ぶわけでございますけれど

も、平成１７年６月２９日に、アスベストを含む水道管の製造をしていた工場で、

昭和５３年から平成１６年までの間に７５人の方が亡くなっていると。また、近
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隣住宅の方も死亡しているということが、健康被害問題が大きな社会問題となっ

たわけでございます。国の対応は、平成１７年７月２９日、アスベスト問題の当

面への対応の取り組みとされて、調査・公表・対策を早期にスピード感をもって

しなさいというような通達が来てあるわけでございます。 

それを受けて、竜王町では、平成１７年８月８日、竜王町アスベスト対策本部

を設置し、平成１７年９月１５日に竜王中学校アスベスト対策工事一般会計補正

予算専決処分をされたというような経緯であります。 

その後、国では、平成１８年２月、建築基準法改正、平成２８年８月、労働安

全衛生法施行令が改正され、０．１％以上を含有する製剤の製造・使用の禁止と

なった、こういう流れがあるわけでございます。 

見てみますと、昭和６２年から平成１７年の間、いわゆる体育館を工事すると

き、またはそれがわかったときは、竜王町は体育館を使用禁止にされました。 

ところが、昭和６２年から平成１７年の間、学生はクラブでも毎日、また一般

の利用者も夜に使っておられた、この間の、使用していた方の安全は保障できる

んでしょうかということでございます。 

これが、「時の不利益をこうむる」というような、私が勝手につくった言葉か

もわかりませんけれども、そういうような事実を含んでいる大きな問題だと。耐

震はもっと大きな問題があるんですけれども、いわゆるチュウセイシュウは三、

四十年で病状があらわれてくるというようなことを鑑みますと、この時代に活動

しておられた方は、まだまだわからないわけです。 

ですから、そこで町長にお伺いしたい。 

人にやさしい、安全・安心ということを目指しておられる中で、一方で危険な

建物を今も使っている、そして、もう一つは、行政として法令遵守するのか、高

いモラルというのか、いわゆる法のすれすれ、または、表現悪いですが、壁をす

り抜けるようなやり方、こういうことじゃなくて、対策はすることによって高い

理念を持つ、やらないことによって法令ぎりぎり、こういう３つのトライアング

ルというんですか、これについて町長のお考え方を聞きながら、最終、全体もあ

るんでしょうけれども、この２つの建物についてどうするか、お考えを聞きたい。

地元では利活用を区長のほうからも言われておりますので、タウンミーティング

でお聞きと思いますが、よろしくお願いしたいというふうに思います。 

以上です。 

○議長（小森重剛） 西田町長。 
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○町長（西田秀治） 松浦議員の再々質問につきまして、私の考え方を説明申し上

げたいと思います。 

アスベストにつきましては、るる過去の経緯も含めて御説明を頂戴しました。

私自身、この問題で過去のことまでは十分把握しておりませんので、この時系列

的によく整理をして、もう一度自分なりに答えを出したいと思います。 

ただ、今のお話にもございました、住民の皆さんへの被害の可能性といいます

か、リスクというのが、これがもちろんあるとすれば、それは早急に除去しない

といけないだろうと、そういう認識をしておりますし、もう一つの青年団につき

ましても、もう使わないなら、もちろん解体というのが保障がありますけれども、

使わないなら、場所を変えて新しい場所を提供するということで、使用禁止にす

るならそういう形にすると、そういうような方向で考えていきたいというふうに

思いますので、これについては、もう一度そこの過去の経緯も含めた、今おっし

ゃった法令上の問題も含めた、整理をさせてもらいたいというふうに思いますが、

一定の時間を頂戴できますでしょうか。 

御了解いただけるんであれば、少し整理をいたしたいというふうに思います。

今すぐ判断というのが私はできませんので、よろしくお願いをいたしたいと思い

ます。 

以上です。 

○議長（小森重剛） 次に、４番、森島芳男議員の発言を許します。 

４番、森島芳男議員。 

○４番（森島芳男） 平成２９年第３回定例会一般質問、４番、森島芳男。 

ふるさと納税の現状は。 

平成２８年度のふるさと納税による寄附額は、県内１３市６町の中で、４番目

に多いという結果となりました。今年度も６カ月経過しましたが、現在の寄附金

額等について伺います。 

１、現在の寄附額と前年比は。また、今年度末の予想額を伺います。 

２番、総務省より全国の地方自治体に向け、ふるさと納税の返礼品の調達価格

を、寄附額の３割以下に抑えるとともに、資産性の高いものや、換金性の高い返

礼品に対して見直しを求められているが、本町において見直しはあるのか。見直

しが必要である場合は、どのように考えているのかお伺いいたします。 

○議長（小森重剛） 岩田商工観光課長心得。 

○商工観光課長心得（岩田宏之） 森島芳男議員の「ふるさと納税の現状は」の御
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質問にお答えいたします。 

平成２７年１１月から制度拡充を行ってきている、竜王町未来につなぐふるさ

と交竜寄附推進事業では、多くの寄附者様から御寄附をいただき、平成２６年度

４件、１４万円であった寄附額は、ＰＲ活動と魅力ある返礼品により、平成２７

年度２，８２３件、９，７４８万９，８５０円に、平成２８年度は３，０１０件、

１億２，６５３万７，１０１円と推移してきました。 

さて、御質問の８月末現在の寄附額の状況ですが、前年度５０８件、１，７８

１万４，０００円に対し、今年度２５０件、１，００７万７，０００円となって

おります。 

今年度末の予想額については、今後、御寄附いただけるピークであります年末

に向けて、経済交竜会での各企業従業員様への働きかけや首都圏でのプロモーシ

ョンを強化することで、前年度の寄附額約１億２，６５４万円以上を目指します。 

次に、平成２９年４月１日付で、総務大臣から通知のありました「ふるさと納

税に係る返礼品の送付等について」は、一部の地方団体において、ふるさと納税

の趣旨に反するような返礼品が送付されている現状から、制度の趣旨に沿った対

応をすることを目的とされております。 

本町におきましては、寄附額に対する返礼品の調達価格については、おおよそ

３割程度となっているため問題ないとの見解を持っており、本年５月１０日、竜

王町議会全員協議会でも御報告しましたとおり、見直す予定はございません。 

この制度は、町の魅力を全国へ発信する有効な制度でありますことから、最大

限に活用し、本町を応援してくださる全国の皆様からいただいた寄附金を、本町

の魅力を高め、発展させるための事業に充てるとともに、商工業者の販路拡大に

も努めてまいりますので、議員各位の格別の御協力を賜りますようよろしくお願

いいたします。 

以上、森島議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 森島議員。 

○４番（森島芳男） 今、商工業者の販路拡大とか、それから首都圏での経済交竜

会とか、そういうところでの働きかけというお話があったわけでありますけれど

も、寄附の数やもっと寄附額を増やすため、また、減らさないための取り組み、

啓発はどのように考えておられるのかということをお聞きしたい。 

また、過日の新聞で、地域の特産物の返礼にかわる取り組みとして、人口を増

やすためのきっかけとして、地域に来てもらい、さまざまな体験活動や見学ツア
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ーを計画し、住みたい気持ちや、また来たいという気持ちを持ってもらえる、さ

らには、その方から我が町を口コミしてもらえる取り組みをされている市町が紹

介されていました。 

本町でも、物の返礼に頼らない、このような取り組みを考えられないかという

ことをお伺いしたいと思います。 

○議長（小森重剛） 岩田商工観光課長心得。 

○商工観光課長心得（岩田宏之） 森島議員の再質問にお答えします。 

寄附件数、金額を増加させるために、新たに返戻品の拡充や東京をはじめとし

た首都圏地域において、ふるさと納税の積極的なＰＲ活動をしております。 

直近では、９月１２日に東京へ出張した際に、東京滋賀県人会を訪問し、滋賀

県にゆかりのある方々に対しまして、ふるさと納税への御協力についてお願いを

してまいりました。 

また、同じく東京において今年１０月にオープンを予定している、滋賀県の首

都圏情報発信拠点「ここ滋賀」において、１１月中旬に実施を予定しております

「まるごとスキヤキプロジェクト」のＰＲ活動の際に、来場者へふるさと納税を

ＰＲする予定をしております。 

その他、新たな返礼品の取り組みといたしましては、竜王町内には春夏秋冬さ

まざまな特産品がありますことから、８月には果物を送り、１０月には新米を送

るなど、寄附者に対し、定期的に竜王町内の魅力的な特産品を送付するといった

ような、竜王町のよさを丸ごと知ってもらうための返礼品の準備を進めておりま

す。寄附金額を増やすにとどまらず、竜王町のファンを増やし、町の商工振興及

び知名度の向上につなげることが狙いとなっております。 

また、特産品以外の返礼品につきましては、当課といたしましても、非常に効

果的な取り組みであると認識しております。 

現在では、道の駅「アグリパーク竜王」のバーベキューペアチケットが体験型

の返礼品として登録されておりまして、今年８月にも２件の申し込みがあったと

ころです。 

今後におきましても、ふるさと納税協力事業者の皆様に御協力いただきながら、

さらなる体験型返礼品の拡充に努めてまいりたいと考えております。 

以上、森島議員の再質問へのお答えとさせていただきます。 

○議長（小森重剛） それでは、次の質問に移ってください。 

４番、森島芳男議員。 
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○４番（森島芳男） 平成２９年第３回定例会一般質問、４番、森島芳男。 

「確かな学力」の育成は。 

子どもたちが社会の変化に対応し、心身ともにたくましく生きていくために、

「生きる力」や「確かな学力」を育むことが必要です。 

過日、全国学力・学習状況調査についての結果が公表され、滋賀県は、平均正

答率が４年連続で全国平均を下回っているという状況です。 

第五次竜王町総合計画後期基本計画にも、「「確かな学力」の育成に向けた教

育環境の充実と指導体制の整備が重要です」とありますが、この結果を踏まえ、

本町として、「確かな学力」を育むための教育内容の充実や教職員の指導力の向

上への取り組みはどうであるかお伺いいたします。 

○議長（小森重剛） 森学校教育課長。 

○学校教育課長（森 幸一） 森島芳男議員の「「確かな学力」の育成は」につい

ての御質問にお答えいたします。 

児童生徒の「確かな学力」の向上のためには、個々の学習状況に応じたきめ細

かな指導の充実により、基礎的・基本的な内容の定着を図るとともに、主体的・

対話的な学習によって、広がりや深まりのある学びを得られるよう、より効果的

な授業の実現を目指すことが大切です。そのためには、議員御指摘のとおり、指

導体制を充実すること、教職員の資質を向上させることが必要であります。 

本町では、指導体制の充実に向けて、県下に先駆けて１学級の定員を３５人以

下とするために、町費による教員を配置したり、小学校１年生の１学級の人数が

３０人を超える場合は、すこやか支援員を配置したりして、個々の児童生徒の学

びの質を高める指導に努めております。 

また、県費による教員に加えて、町費による教員を配置して、少人数指導やテ

ィーム・ティーチングなどの授業形態を工夫し、個々の児童生徒の学習状況に応

じたきめ細かな指導の充実を図っているところです。 

また、町内各小中学校では、校内での自主的な研究を活発に行っており、例え

ば、一人一人の確かな国語力の向上に係る研究や主体的・積極的に学ぶ授業づく

り等を研究しております。今年度からは、研究の成果を県内外の学校に向けて発

信する、「学校園自主公開事業」にも取り組んでいるところです。 

加えて、小学校２年生から中学校２年生を対象として、町独自で標準学力テス

ト「つまずき診断テスト」を実施するとともに、児童生徒の生活習慣などを把握

する学級集団アンケートを実施し、基礎学力の定着や個々の児童生徒の人間関係
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づくり、集団づくりに役立てております。 

次に、教職員の指導力の向上につきましては、初任者研修などの法律で義務づ

けられた研修はもとより、国や県の実施する研修に積極的に参加するよう働きか

けるとともに、町独自で行う教職員研修の充実も図っています。 

具体的には、新しい学習指導要領や特別支援教育について学ぶ、「教職員全員

研修」や先輩教師に学び、みずからの授業力を高める「若手教員研修」、学校組

織の中核となる教員が他府県に出向いて学ぶ、「先進地視察研修」等の研修事業

を実施しております。 

さらに、個々の教職員の実践力を高めるため、自発的な研究実践を推奨し、顕

彰する、町独自の「教育研究奨励事業」を毎年実施して、教職員の指導力向上を

図るとともに、昨年度から町独自に優秀教員表彰を実施し、個々の教員の向上心

の喚起を図っております。 

教育委員会といたしましては、このような取組を通して、引き続き指導体制の

充実と教職員の指導力の向上に努め、「確かな学力」を育むことはもとより、

「豊かな心」、「健やかな体」も併せて育むことで、本町の未来を拓く心豊かで

たくましく生き抜く力を育成してまいります。 

以上、森島議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 森島議員。 

○４番（森島芳男） もう少しだけお伺いしたいんですけれども、本町の学力は、

全国で、また県下と比べてどうであったのかということがお答えではなかったよ

うに思うわけであります。学習状況調査を踏まえて、どのような分析をされてい

るのか。また、平均より上であった場合、また、下であった場合の要因は何かと

いうことを把握し、向上のための取り組みはどのようにされるか、その辺につい

てお伺いします。 

○議長（小森重剛） 森学校教育課長。 

○学校教育課長（森 幸一） 森島議員の再質問にお答えいたします。 

今年度の学力・学習状況調査の結果について、平均正答率につきましては、小

学校の国語は全国平均よりも少し下回りましたが、算数については全国平均より

も少し上回りました。参考までに申しますと、昨年度は、国語の応用問題以外は

全国平均を上回りました。また、中学校の国語・数学は、全国平均を下回りまし

た。昨年度、中学校は、国語・算数どちらも全国平均を上回っておりました。 

一方、児童・生徒へのアンケート調査の学習状況調査につきましては、国語の
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授業で学習したことは、将来社会に出たときに役に立つと思いますかという問題

があるんですが、それを「役に立つ」と答えた割合は、小学校では全国並み、中

学校では大きく上回っていました。また、算数の授業の内容はよくわかりますか

という質問では、「よくわかる」と答えた割合が、小学校では全国平均を少し上

回り、中学校では大きく上回っております。 

これらのことから、児童・生徒の興味関心や学習する意欲を大切にしながら丁

寧に授業をしていただいて、例えば漢字の読み書きであるとか、計算であるとか、

そういう基礎基本の定着、あるいは、作図といったような数学的処理もよくでき

ております。 

ただ、理由を明らかにして自分の考えを書くとか、あるいは、具体的な事柄を

数学的に説明するというような問題については、弱さが見られます。 

今後は、学習が苦手な子どもについては、確実に基礎基本を身につけさせると

いうこと、それから、多くを占める中位の子ども、あるいは、学力をさらに伸ば

してほしい上位の子ども、それぞれに応じて工夫をして、全ての子どもの力を伸

ばしていきたいというふうに考えております。 

また、学習状況調査の中には、自尊感情であるとか、規範意識、あるいは生活

習慣を問うというような問題があるんですけれども、それは、全国並み、または、

全国を大きく上回る結果が出ております。特に小学生では、将来の夢や目標を持

つという子どもが全国よりも多いことも、竜王町の特徴の１つというふうに考え

ています。 

今後は、確かな学力をしっかりとつけるとともに、豊かな心、それから健やか

な体もバランスよく育み、竜王町の未来を拓く子どもたちをしっかりと育ててま

いりたいというふうに考えております。 

以上、森島議員の再質問の回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 甲津教育長。 

○教育委員会教育長（甲津和寿） 私のほうからも、森島議員の再質問にお答えを

させていただきたいと思います。 

全国学力・学習状況調査の結果についてでございますが、小・中学校において、

国語・数学ともほぼ全国平均を上回っておりました昨年度の結果に比べて、今年

度、若干振るわなかったことは残念に思っております。 

また、教育でまちづくりを受け継ぎ、さらに教育できらりと光る竜王のまちづ

くりを合い言葉に、さまざまな取り組みを始めたやさきの結果としては、少し無
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念さを感じているところでございます。 

町内２小学校の６年生、そして、１中学校の３年生という、ある意味母数の非

常に少ない人数での比較ということになりますので、正答率にある程度のぶれが

出るのは仕方がないのかなとは思っております。 

また、全国平均、あるいは県平均を上回った、下回ったということは大事なこ

とではあったとしても、これで一喜一憂するものでもないとも思っております。 

しかしながら、本質的には、過去１０年からの経年変化の中で、徐々に右肩上

がりになることを願うところですし、そうでなければ、町民の皆さんの御期待に

沿えないと思っております。 

経年変化の中で、着実な右肩上がりになっていない要因や背景については、さ

まざまなことが考えられますが、私として大切なことは次の２つだと考えており

ます。 

まず１つ目は、個人に応じた基礎学力の確実な定着や支援が、まだ十分ではな

いのかなと思っております。 

２つ目は、応用力と言われる力、いわゆる活用力を身につけるための授業改善

を含めた取り組みが、まだ十分ではないのかなというふうに思っております。 

そこで、今後の重点といたしましては、次の２つのことにしっかりと取り組ん

でまいりたいと考えております。 

その１つ目は、改めて児童生徒の基礎学力の確実な定着を目指す取り組みを、

強化する必要があると考えております。そのために、個人の学びに応じた、言い

かえれば、その子一人一人の学びに応じられるような、習熟度に応じた学びがで

きるような、クラスを２つに分けての少人数学習であるとか、あるいは、個別指

導に力を入れながら、どの子もがしっかりと基礎学力が定着できる取り組みを進

めていきたいと、このように考えております。 

また、基礎学力の定着には、反復練習や振り返り学習が重要であることは御承

知のとおりだと思いますが、そうしたことから、課題や宿題、復習も含めて家庭

学習のさらなる充実を、町のＰＴＡ連絡協議会等を通じて啓発していきたいと考

えております。 

今年度の学習状況調査によりますと、今年度だけに限らないんですが、竜王の

子どもたちの現状は、家で計画を立てて勉強したり、家で学校の授業の復習をし

たりしている割合は、全国や県に比べて高くありませんので、こうしたことに対

する啓発にもしっかり力を入れていきたいと思っております。 
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２つ目についてでございますが、いわゆる応用力をつけさせるためには、これ

は何といっても日々の授業の中で培っていかなくてはならないものですから、思

考したり、判断したり、討論したり、表現したりする場面を積極的に取り入れた

授業を実践していくことが何より大切だと考えております。まさに、次期学習指

導要領で求められている、主体的・対話的で深い学びができる授業、いわゆるア

クティブラーニングの視点を大切にした授業を積み重ねていけるよう、各校に指

導助言をしていかなくてはならないと考えております。 

そこで、校内での研修や研究を一生推奨するよう働きかけるとともに、教育委

員会としましても、各校の研究会に積極的に参加して指導助言したり、真に授業

改善につながる研修会を開催するようにアドバイスをしていきたいと考えている

ところでございます。 

なお、ここで１つうれしいお知らせがありますので、紹介させていただきたい

と思います。 

一昨日ですが、小学校６年生の英語の読む・書く・聞く・話すの力を測定する

「ＧＴＥＣ」というテストを、今年６月に実施したところでございますが、その

結果がおととい手元に届きまして、まだ十分整理をしておりませんが、この結果

はスコアというポイントで出すわけですけれども、このスコアによりますと、竜

王の子どもたちのスコアは２９４．６というスコアなんですが、このスコアは、

全国トータルのスコアの１７．６ポイントアップ、上でございます。また、県下

の２８９．９ポイントよりも４．７ポイント高い結果となっております。 

滋賀県自体が英語教育にかなり力を入れて取り組んでおるというところもあり

ますが、その滋賀県よりも、今のところ、竜王の子どもたちの英語教育が４．７

ポイント高かったというのは、ある意味大変うれしい結果であるかなと、つまり、

英語教育に力を入れてきたことは、こうして結果としてあらわれてくるというこ

とを実感しておりますので、先ほど来申し上げました、基礎学力の定着と応用

力・活用力の一層の定着に向けて、議員御指摘いただきましたことをしっかりと

踏まえまして、今後取り組みを進めてまいりたいと思っておりますので、御理解

と御協力を賜りますよう、よろしくお願いを申し上げます。 

以上、森島議員への再質問のお答えとさせていただきます。 

○議長（小森重剛） この際、申し上げます。ここで午後１時００分まで暫時休憩

いたします。 

休憩 午前１１時５０分 
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再開 午後 １時００分 

○議長（小森重剛） それでは、午前中に引き続き、一般質問を再開いたします。 

次に、８番、古株克彦議員の発言を許します。 

８番、古株克彦議員。 

○８番（古株克彦） 平成２９年第３回定例会一般質問、８番、古株克彦。 

農事組合法人の経営基盤安定について。 

農事組合法人については、農業者の高齢化・離農が進む中、耕作放棄地が増え

る傾向にあり、各集落の営農組合が集落内の農地は自分たちで守ろう、組合員の

農地を集約し、大規模化による経営基盤をつくろうという趣旨で立ち上がり、３

年前には竜王町内で２法人であったのが、現在では１９法人になりました。 

そこで、次の２点について質問します。 

１、現在、農事組合法人では、米の直接支払交付金を中心とした奨励金に、ほ

とんど依存しているのが経営の実態です。平成３０年度からは、この交付金が廃

止になると聞いているが、町としてどう支援していくのか。 

２つ目に、農地の集約化について、農地中間管理機構の采配次第では、農事組

合法人の組合員でありながら、耕作してもらえないケースが出てきている。これ

は、どのような調整基準となっているものか。 

○議長（小森重剛） 井口農業振興課長。 

○農業振興課長（井口清幸） 古株克彦議員の「農事組合法人の経営基盤安定につ

いて」の御質問にお答えいたします。 

国内の農業情勢におきましては、平成３０年度産米から国による生産数量目標

の配分と直接支払交付金が廃止され、また、農業競争力強化プログラムや収入保

険制度という新たな仕組みの導入や農業共済制度の見直しなど、農業・農村を取

り巻く環境は、かつて経験したことのない大きな変化に直面しております。 

さて、１点目の御質問でございますが、持続可能な農業の実現、地域農業の振

興とさらなる発展を期するため、集落営農団体が法人化する動きが進んでいると

ころでありますが、組織の法人化が進む一方で、「法人化後の経営発展が進まな

い」、「構成員の参画意識が希薄化している」、「次世代のリーダーが見出せな

い」などの組織内部での課題も山積しております。 

また、経営面では、作物の販売収入のみによる組織運営は厳しく、専ら麦・大

豆など生産者に交付される「水田活用の直接支払交付金」など、国の経営所得安

定対策関連交付金や環境保全型農業直接払交付金など、国・県・町からの経営安
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定対策による依存経営が実態となっています。さらに、米の直接支払交付金につ

きましては、構造改革にそぐわない面があることから今年度までの時限措置とし

て実施されてきましたが、３０年産から廃止となり、このことは各農家の経営に

とっては大きな痛手となります。 

この米政策の見直しにより、本町における米の直接支払交付金としては、対象

農地が約８，０００反であることを考えますと、単純計算ではありますが、約６，

０００万円がなくなることとなりますが、これを町が単独で補てんするような施

策は難しいと考えております。 

しかしながら、今回の米政策の見直しと併せ、農業経営所得の安定に向けて、

担い手への農地集約化を進めることによる経営の効率化やこれまでの麦・大豆に

加えて、そばや野菜等への作付の転換、また、耕畜連携に向けた水田における多

様な土地利用の拡大などの対策が既に進められており、県をはじめとした関係機

関と連携しながら、これらの各施策を一層進めてまいりますとともに、国の地方

創生推進交付金を活用した「竜王町魅力ある農業の創生事業」の推進などにより

支援を行ってまいります。 

次に、２つ目の質問でございますが、農地中間管理機構による農地への借り受

け・貸し付けの手続には一定の基準があり、このうち機構から貸し付けルールと

しては、機構は、農用地等の貸付先を決定するに当たっては、「農用地等の借受

を希望している者の規模拡大、または経営耕地の分散錯圃の解消に資すること、

いわゆる農地の集約化」をはじめとした４点の基本原則のもとで、人・農地プラ

ンに位置づけられた経営体を念頭に、「集落営農の構成員が当該集落営農に利用

されることを目的として機構に農地を貸し付ける場合」や「機構に出された農地

に隣接する農地を耕作する借受希望者がいる場合」など、優先的に配慮するため

の具体的なルールが定められており、最終的には、町やＪＡ、農業委員会など関

係機関と連携し、機構の貸し付けルールに基づいて、貸付希望農用地と借受希望

者とのマッチング会議を経て、適切な貸付先を選定することとなっております。 

過去のマッチングにおきましては、この貸し付けルールに基づけば、個別認定

農業者に貸し付けがされることとなる際に、貸し手となる所有者様の意向として、

集落営農法人への貸し付けを希望された事例があり、これを理由に農地中間管理

機構を通さずに、相対による利用権設定の手続を選択された事例もあると聞いて

おりますが、町といたしましても、この事例におきます個別認定農業者と集落営

農法人のいずれも支援すべき営農体であって、また、いずれの経営体も今後の経
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営方針にて規模拡大を見込まれており、今回のような場合において、公平な判断

を行うため貸し付けルールが設けられているところでございます。 

今回のような事例に当たりましては、本来であれば、各字等を単位とした各地

域において、当該地域における将来的な農地の貸し付け意向等を見通した上で、

地域にて出される農地をどのような担い手が引き受けるのかを明確にするととも

に、例えば、地図上で各担い手が引き受ける農地のおおむねの区域を、あらかじ

め担い手にも含めて合意しておくこと、当該地域における「人・農地プラン」の

策定に向けて、地域協議検討を重ねていくことが重要と考えております。 

本町におきましても、「竜王町地域水田農業ビジョン」に基づき、効率かつ安

定的な農業経営体の育成と経営基盤の強化、並びに農業生産の効率化を目的とし

て、農地中間管理機構を介した利用権の設定をはじめとして、人・農地プランに

位置づけられた農業経営体に向けた土地の利用集積、または集約化に向けて、関

係機関と連携し、取組を進めてまいります。 

以上、古株議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 古株議員。 

○８番（古株克彦） 今の新設の農事組合法人、これについては１９団体というこ

となんですけど、この新設の農事組合法人については、割と滋賀県は熱心なんで

すね。平成２６年度は３６の新法人ができて、これは全国１位であります。平成

２７年度が４３件、これは全国３位、平成２８年度は４３件で全国第４位という

形で、常に上位を占めていると。 

ちなみに、去年の平成２８年度の第１位は、トップが福岡県で５７社、山形県

で５６社、富山県で４７社、それに次いで滋賀県というふうに、これは産経新聞

の東京商工リサーチのデータで新聞に載っておりました。 

いずれにしろ、この新農事法人組合というものは、設立に非常に熱心にされて

いるのは、農事組合法人の、いわゆる期限が差し迫ったというようなこともあっ

て、こういう法人化にこぎつけたと。滋賀県でも、東近江地域が非常に熱心だと

いうふうには聞いておりますけど、いずれにしろ、この農事法人組合は、せっか

く立ち上げられたものを、やはり経営基盤の安定を含めて、我々はじっと見守っ

ていく必要があるのではないかなと、このように感じております。 

それで、その中で、経営基盤というものの中には、当然組織の充実、いわゆる

人材不足、人材育成、こういったものと、いわゆる収支の安定と、こういう２つ

の軸があると思うんですけれども、先ほど組織の法人化が進む一方で、いろんな
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問題点も回答の中にありました。法人化後の経営発展が進まない、それから、組

合構成員の参画意識が希薄化しているとか、次世代のリーダーが見出せない、こ

ういう問題もたくさん抱えているのは事実であります。 

一方では、法人の立ち上げに非常に若い人が熱心に取り上げて、いわゆるリー

ダーシップを発揮して、何とか経営基盤を大規模化し、集約化して、農地を集め

て、それを大型の機械でというふうな形で非常に熱心に取り組んでいる法人もあ

るということは、執行部の皆さんにも認識していただきたいというように思いま

す。 

そういう中で、ある法人の収支を見てみますと、平成２８年度の、先ほど申さ

れた麦・大豆、こういった補助金、これがほとんど原価に即行ってるわけですね。

金額でいきますと１，５００万円ぐらいが生産原価であり、その補助金がそのぐ

らい出ているというふうな、これが今の農家の実態ではないかというふうに思う

んです。 

そういう中で、何とか大規模化しようという形で、例えば乾燥機なんかについ

ても、いわゆる離農された方の乾燥機を譲り受けて、それを何とか２台ほど並べ

て、皆さんから預かった米を乾燥し、玄米に精製しているというふうな、こうい

う形をいろいろとっておられます。 

こういう中で、まず大規模化するための、いわゆる建物がまずないんです。そ

れと併せて、当然今大体使っておられるのは、営農倉庫、こういったものを中心

にやっておられるんですけど、例えばその周辺の農地を埋め立てて、そういった

倉庫なり、そういった建物を建てるとか、いろいろ計画は順次やっているんです

けれども、実態はなかなか、原資をどうするとか、いろんな問題をたくさん抱え

ているのが実態であると思います。 

そういう中で、来年度は米の補助金が、７，５００円がなくなると。先ほど、

竜王町では８，０００反で６，０００万円というふうな金額が出ておりましたけ

ど、これが補助金の全てではないですけど、大きな原資の１つでもありますし、

一説によりますと、これにかわるべき何か補助金が国で考えられているような動

きも聞いてはおりますけど、そこら辺の実態は定かではありませんので、そうい

うもの等を含めて、執行部としても、これにかわるべき、こういったものの取得

に向けての法人に対する指導なり、こういったものをお願いしたいなというふう

に思います。 

それと、２つ目の質問の回答の中で、農地の集約化を進めていく中で、いわゆ
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る農事法人組合員の方の農地を離農されて、手放そうというときに、当然中間管

理機構に出せば、離農手当が出るわけですね。 

ただ、中間管理機構を通さないで直接やった場合には補助の対象にはならない

し、中にはいろいろ難しい制約のある方で、補助金の出ない人もあるというふう

には聞いておるんですけれども、ただ、組合法人の田をせっかく大規模化して、

農地を集約化して大規模化し、経営基盤を安定できるようにというふうに、今進

めているさ中なんです。 

一方、認定農家さんは大小いろいろありますけれども、ある一定の規模で、４

００反、５００反という以上な形でやっておられる方もおられるし、一方、こっ

ちでは、まだ１０町にも満たないような生産規模の預かりの中でやってるわけで

すね。そういうことも含めて、農地中間管理機構がどういう基準でやっておられ

るのかというのを、一つは聞きたかったんです。 

一説によりますと、認定農家さんの隣で今の組合員さんの農地を離農されると

いう、農地を借地しようというときには、いわゆる認定農家さんが優先するんだ

というふうな基準もあるそうです。 

ただ、やっぱりこの法人を一つ安定した基盤に、規模を大きくしようという組

合員の願い、こういったものを、やはり農地中間管理機構もやっぱり察していた

だいて、組合員のそういった意思を十分反映できるように、行政側としても、当

然、この中間管理機構の中に入っておられるわけですから、そういう指導をぜひ

やってもらいたいなと。また、そういうものができるのか、できないのか、そこ

ら辺について再質問とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 井口農業振興課長。 

○農業振興課長（井口清幸） 古株議員の再質問にお答えさせていただきます。 

まず、１点目の、農業者の方々の経営安定という部分で、人材の関係、また、

高齢化の関係とか、将来的な課題があるわけでもございます。 

一つには、県の集落営農、法人等の経営体質強化支援事業というものもござい

ます。これは国のほうとも連携をしておりますが、今年度から来年度、平成３０

年度ということで、とりあえず２年間ということでございます。こういう中では、

リーダーの、今申し上げた経営能力向上に向けた支援とか、あるいは、次世代の

リーダーの人材育成と、こういうふうなソフト的な部分もございます。 

また、竜王町の場合、先ほど御質問がありましたように、１９の地域の農業法

人がございます。そうした集落の営農組織があるところから法人化になるときに
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は、集落営農等への法人化の前は事務的経費ということで、立ち上げのときに１

集落４０万円という国からの支援もございます。 

また、立ち上げてから軌道に乗るまでには、先ほども申し上げましたようにい

ろいろな問題もございますが、なかなか農業倉庫ということでの補助とか交付事

業というのはなかなか難しいかなと思うんですが、例えば機械とか、そういうも

のについては、担い手確保の経営強化支援事業というようなところら辺での補助

事業もございますので、そういうものでトラクターとかコンバイン、そういうよ

うな機械農機具を更新していただくことも可能かなというように存じます。 

その他いろいろと支援的にございますけれども、今、竜王町でも１９の法人が

ございまして、ただ、その目的としましては、やはり減反の対策というのは、も

ともと営農の組織から立ち上がり法人化になったわけでございますけれども、水

稲を含めた生産の品目を広げていただくようなところまでは、まだできていない

というような状況でございますので、今後におきましては、そうした法人化され

た組織、まだされていない組織もあるんですけれども、そういう組織に対してで

きる範囲のソフト、またハード的な分につきましても、国・県等関係機関と連携

もしながら、そうした交付金等を活用しながら支援をしてまいりたいと考えても

おります。 

それから、２点目の農地集約化の関係につきましては、今、国のほうでは、当

面各地域の集積率を７０％、１０年後には８０％という目標値を考えております。

竜王町の場合は、今現在、集積率が約５４％ということでございますけれども、

竜王町の場合は、特に個人の農家さんが、やはりまずは自分の農地は自分で守る

という思いから、できるところまではみずからで行ってまいりたいというところ

も含めて集積率が５４％でございますけれども、全国平均が今は５４％でござい

ます。 

しかしながら、今後は７０％、８０％と集約化を進める上では、やはり受ける

組織というものは非常に重要になってまいります。そういうことから、竜王町に

は集落の法人組織もございますし、また、個人の認定農家さんもおられますけれ

ども、先ほど言いましたように、竜王町としては、どちらも任せられる、つくっ

ていただける団体、個人と考えております。 

ただ、交付金が出るか、出んかっちゅう大きな問題とか、また、先ほどおっし

ゃっていただいたマッチング会議とか、いろんな基準において、預けたい方の希

望に添えないこともあるわけでございますが、しかしながら、できるだけその希
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望に添えるような形で、また機構と、あるいはマッチング会議等で連携をしなが

ら、そういう方向に行けるように進めてまいりたいと思います。 

ただ、イレギュラーでそうした、どうしても隣に個人の認定さんがおられるの

で、集落営農のほうに預けたいけれどもというときも中にはあるということで、

そこら辺のイレギュラーはございますけれども、基本的には機構のルールなり、

町のそうした会議等を踏まえて、その預けられる農家の希望に沿えるように、な

るべく今後も進めてまいりたいなというように考えております。 

古株克彦議員の再質問の回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 杼木副町長。 

○副町長（杼木栄司） 古株議員の再質問に、私のほうからも少し補足をさせても

らいたいと思います。 

まず、農業の経営安定ということにつきましては、先ほど冒頭の説明もありま

したように、３０年度から、いわゆる転作等の基準というか、自主的なことにな

ってくるかと思います。ここで答弁をさせてもらいましたように、いわゆる転作

とか補助金に頼らずに、そういった農地を新たなものを、いわゆる収益性の高い

ものをつくっていきながら農業経営、いわゆる収入を上げていこうということで、

そういう意味では、せっかくの機会ですので、そういう部分を活用して、今、

麦・大豆に加えて、稲作に頼らずに、そば・野菜、また、耕畜連携、こういった

こともいろんなことを拡大をしていかなあかんと。そこで経営をもっと安定させ

ていこうというのが国の流れでもございますし、我々もそういったことをしっか

り進めていくために、スキヤキプロジェクトではないですけれども、丸ごと竜王

町の農産物ももっとＰＲをして、もっと栽培をしていこうという流れをもってい

こうということでございます。 

一方、私も家で百姓をしておりますが、そうきれいなことを言っても、なかな

か大変なことでございます。「農は国の宝なり」と言いますので、やっぱり国策

を動かすのに大変大切なものやと思います。農地を保全して農業を維持するとい

うことにつきましては、今日まではある意味稲作の減収保障というような形で、

一定の国のルールをつくられておりますが、やはりそれにかわるような形で農業

をしっかり支援していく、さらには、いわゆる食糧の自給率を維持、高めるとい

うようなことを国にも要望させてもらいたいと思いますし、また、議員の皆さん

のほうからもそういった強い要請をして、竜王の農業を守っていただくというよ

うなことも含めてお願いを申し上げて、補足説明とさせていただきます。 
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以上でございます。 

○議長（小森重剛） 古株議員。 

○８番（古株克彦） いろいろ国の施策にとっての回答なので、なかなか答えにく

いところも多々あったと思います。 

いずれにしろ、せっかく農事法人組合が設立されましたので、ぜひとも我々も

温かく見守ると同時に、国の交付金が出るのであれば、できるだけ町としても取

ってくるような施策をぜひ取り組んでいただきたいなというように思います。こ

れは、要望です。 

以上、質問を終わります。 

○議長（小森重剛） 次に、３番、若井猛志議員の発言を許します。 

３番、若井猛志議員。 

○３番（若井猛志） 平成２９年第３回定例会一般質問、３番、若井猛志。 

国保の都道府県単位化についてお尋ねします。 

国保の都道府県単位化について、現時点でどこまで進んでいるのか、また、３

月末までのタイムスケジュールについても伺います。 

また、先日、新聞報道で、多くの市町で保険料が上がると報道されています。

県では、第３回目の保険料（税）の試算を出していると思いますが、どのような

結果であったのか、また、保険料（税）が上がる要因は何か伺います。 

次に、医療費の適正化に向けた取り組みに対する支援の前倒しとして、保険者

努力支援制度が実施されていますが、町ではどのように取り組んでいるのか伺い

ます。 

○議長（小森重剛） 中嶌住民課長。 

○住民課長（中嶌幸作） 若井猛志議員の「国保の都道府県単位化について」の御

質問にお答えいたします。 

まず、国民健康保険の都道府県単位化に向けての進捗状況についてでございま

すが、滋賀県においては、県と市町が平成３０年度以降における、滋賀県の国保

の安定的な財政運営及び効率的な事業運営について議論等を重ねてまいりました。

そして、滋賀県各市町や県民からの意見・情報等を集約し、滋賀県国民健康保険

運営協議会の答申を受け、平成２９年８月３１日付で、滋賀県国民健康保険運営

方針を策定、公表されたところでございます。 

また、来年３月末までのタイムスケジュールにつきましては、国からの保険料

率の仮の算定係数が１０月中ごろに提示されることから、これを受けて、県が１
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１月下旬に平成３０年度の推計の国民健康保険事業費納付金等を算定し、市町に

示されます。この算定納付金等に基づき、本町としては、平成３０年度の国民健

康保険（事業勘定）特別会計の予算編成を進めていくことになりますが、国から

確定の算定係数が示されるのが１２月下旬で、来年１月下旬には、県から市町に

対して納付金額等が示される予定であります。 

なお、国民健康保険税率等については、庁内で調整を図りながら、町国民健康

保険運営協議会等で協議・審議を経て、議会での審議をお願いしたいと考えてお

ります。 

次に、県の第３回目の保険料（税）の試算結果でございますが、現段階では、

県において精査・検討中であり不確定な状況でありますので、公表できる段階で

はありません。 

また、保険料（税）の上がる要因については、県が示す納付金により影響され

ますが、当初は、その算定の基になる医療費、後期高齢者支援金、介護納付金の

推計値が上昇傾向であると試算されました。 

しかしながら、公費の拡充、激変緩和措置等も検討されているため、現段階で

は保険料（税）が上がるかどうかは不確定であります。 

次に、町の保険者努力支援制度の取組についての御質問ですが、この制度は、

保険者の医療費適正化の取組実績に対する公費の支援でございます。 

本町での主な取組としまして、特定健診受診率と特定保健指導実施率の向上、

がん検診の受診率の向上、また、糖尿病等の重症化予防、保険料（税）の収納率

向上の取組に重点を置いております。この制度改正で、県と市町が協力して、医

療費適正化に向けて、健康づくりのための保健事業等、本町の保健センターをは

じめ、医療機関や関係団体等の協力を得ながら、被保険者の健康増進の取組によ

り一層努めてまいりたいと考えますので、今後とも御指導、御理解を賜りますよ

うお願い申し上げます。 

以上、若井議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 若井議員。 

○３番（若井猛志） 回答いただいた中で何点か御質問したいんですけれども、こ

の６月にも、私、この国保の単位化という問題で質問させてもらったんですけれ

ども、そのときから何も動いてないわけですね。 

１つ決まったというのは、この滋賀県の国民健康保険運営方針、あの当時は

（案）でしたけど、（案）が取れて策定されて公表されたというところなんです
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ね。当然、国の公費投入の額が決まるのが遅かったので、全体のスケジュールが

余り進んでいないというのはわかるんですけれども、この状態でいきますと、来

年３月議会では当然予算編成があるわけですから、それにこの国保の特別会計の

部分できちっとしたものが出せるのかどうかということが、ちょっと１点心配し

ているところもあるんです。 

それで、この１０月にも第４回目の試算を出すというふうに滋賀県は言ってい

るようなんですけれども、これがほぼ確定値みたいなものになるだろうと言われ

ているんですけれども、その辺のところも、わかった段階でやはり早く知らせて

ほしいというふうに思います。 

なぜそういうふうに言いますかというと、例えば２０１７年度の国保料（税）

ですね、１９市町を比べてみますと、条件は同じにするために、年収３００万円

で４人家族という所帯で試算されているんですけれども、それでいいますと、竜

王町の場合は３５万６，９００円なんですね。これは、その前の年とほぼ変わら

ないという状況だと思うんです。こういうふうに高くなりますと、やはりこの支

払いができないという所帯が出てくると思うんです。今議会で平成２８年度の決

算の審査をしておりますけれども、その中でも国保の特別会計で収入未済額とい

うんですか、俗に言う「滞納」ですね、額の多い少ないは別にして、そういうの

が発生していると。 

それはなぜかというと、やはりこの保険料（税）が高過ぎるということなんで

すね。ここの部分をやっぱり変えていかないと、なかなか滞納、収入未済額とい

うのが減らないと思うんです。 

そこで、税務課長にちょっとお聞きしたいんですけれども、国民健康保険料の

負担率ですね、所得に対する保険料の比率、そういうものがわかりましたら教え

てほしいんですけれども。 

それと、あともう２点ほど質問したいんですけれども、今度の運営方針では、

医療費の指数繁栄係数というのがありまして、アルファっていうんですけれども、

俗に言う各市町の医療費の水準なんですね。それを平成２７年度で見ますと、竜

王町の場合は、全県平均よりも数千円高いという程度なんです。このアルファを

ゼロにするということは、平均化するということですから、結局医療費が高いと

ころの市町については保険料が安くなるという理屈なんですけれども、そうでは

ないでしょうか。その辺のところも伺いたいと思います。よろしくお願いいたし

ます。 
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○議長（小森重剛） 寺嶋税務課長。 

○税務課長（寺嶋 要） 若井議員の、国民健康保険税の負担率の部分についてお

答えいたします。 

今現在、竜王町での国民健康保険の加入されてます世帯、１世帯当たりの平均

保険税額ということで、年額約１７万円で、１世帯当たりの平均所得は、約１５

６万円となっております。これから、国保税が所得に占める割合につきましては、

約１０．８％になるということでございます。 

先ほど、低所得者が国保の方に多いということでございますけれども、先ほど

住民課長が申しましたように、今後、国民健康保険運営協議会、また、庁内での

調整をしながら、歳出とのバランスも考えながら税率のほうを決定したいと思い

ますので、よろしくお願いします。 

以上、回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 中嶌住民課長。 

○住民課長（中嶌幸作） 若井議員の滋賀県の国保運営方針のことで、再質問にお

答えいたします。 

３月までに竜王町のシステムを変えたりとかすることが間に合うかということ

でございますが、現段階で県のほうの納付金の金額自身がはっきりしていない状

況でございますので、保険料を上げるとか、下げるとかいうふうな議論は、今現

在できておりません。その関係で、現在の状況のままでも、ひょっとしたら何も

触らずに行ける場合もございますし、どうしても保険料率を変えていかなあかん

場合も出てきますので、その状況に応じて議会等とまた協議をさせていただきた

いと思っております。 

それと、３番目のアルファ・イコール・ゼロということで、医療費水準のこと

でございます。県下で医療費水準をゼロにした上に、平均化で、竜王町の場合は、

先ほどおっしゃっていただいたように、ほとんど平均値に近いというような形で

ございますが、保険料についてはそれと一概に連動するわけではございませんの

で、またいろんな保険事業ともございますし、そちらの一般会計からの繰り入れ

等いろんな条件が違いますので、保険料がイコール医療費の水準に関係するとい

うことではございませんので、御理解いただきたいと思います。 

以上、回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 嶋林住民福祉主監兼発達支援課長。 

○住民福祉主監兼発達支援課長（嶋林さちこ） 若井議員の再質問のお答えに、少
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し補足をさせていただきたいと思います。 

最初のお答えの中でスケジュール的なことを申し上げたところでございますけ

れども、そういったスケジュールで最初３月の議会で条例改正等、予算等間に合

うのかというような御質問であったかというふうに思います。 

県のほうから仮の納付金が示されますのが、１１月下旬ごろになるというふう

なことでございますので、それを受けまして国庫の運営協議会等でも議論いただ

き、御審議をいただき、また、中間的な報告にはなりますけれども、１２月議会

の時期には、議会の議員の皆様方にもその中間の報告をさせていただきながら、

御意見を賜りたいというふうに考えております。 

そして、その後、正式な数値等が示されますので、当初の仮と変化が出てくる

かどうかは今の段階ではわかりませんけれども、そういった経過を踏まえながら

３月の議会に必要な条例改正とか、また予算等が提案できるように進めていきた

いというふうに考えておりますので、よろしくお願いを申し上げます。 

○議長（小森重剛） ここで、５分間休憩いたします。 

休憩 午後 １時４９分 

再開 午後 １時５４分 

○議長（小森重剛） それでは休憩前に引き続き会議をはじめます。 

若井議員。 

○３番（若井猛志） そしたら、最後になりますけども、先ほど税務課長のほうか

ら、１所帯当たりの負担率というのが１０．８％というお話がありましたけれど

も、全国的にそうなんですね。国保の場合ですと、全国的にやっぱり１０％前後

になっているんですね。一番安いところといいますと、共済ですね、公務員等々

が加入されている部分ですね。協会けんぽ、一般のサラリーマンが加入されてい

るところでも７．６％、これは事業主なりが半分負担されているから、個人の負

担が少ないというのは当然のことなんですけれども、逆に言いますと、国保の場

合は、できた当時は農業者やとか、水産は別に保険がありますんで、そういうふ

うな農業中心の方が半数以上の被保険者だったんですね。それが、今はほとんど

の方がサラリーマンなり、勤めに出ておられますので、大体６０歳ぐらいまでは

協会けんぽなり、共済に入っておられる。そのかわり、そこを退職された方がど

っと国保に加入されるということで、今はもう年金生活者とか、派遣労働者みた

いな方、収入の少ない方、そういう方がやっぱり今は半数ぐらいになっているん

ですね。そういうことで、少ない収入の中で１０％も保険料を払わなならんとい
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うことで、払い切れなくて滞納になっているという部分がありますので、それは、

今度保険料を算定するときも頭に入れておいていただきたいなというふうに思う

んです。 

それと、この保険者努力支援制度というのは、この取り組みそのものは、やっ

ぱり特定検診のアップとか、保健指導のアップとか、がん検診の受診率の向上、

これはいいことばっかりで結構なんです。これで加点されてお金をいただけたら

いいんですけれども、よく見ていただきたいのは、この中でも、今竜王町でもあ

りますけど、国保の減免制度ですね、減免税というんですか、７割、５割、２割

の、その部分を国は「やめなさい」と、「そうしたらもっとポイント上げます

よ」というふうに言ってるんですね。そこのところは、ちょっと切り崩されない

ように頑張ってほしいなというふうに思います。 

さっきも申し上げましたけれども、本当に国保の所帯の方というのは、私もそ

うですけど、やっぱり低収入で高齢者が多いということですので、なるべく負担

のかからないような方法で保険料を、今後３月までには決められるんでしたら決

めていただきたいと思いますし、それと、いつでもどこでも、保険証１枚持って

いったら、どこでも３割の負担でお医者さんに診てもらえるんやという、そうい

う安心感を与えるというのも必要なことですので、もちろん御存じやと思うんで

すけれども、その点もしっかりと頭に入れていただきまして、これは要望ですけ

れども、質問を終わりたいと思います。 

○議長（小森重剛） 次に、１１番、岡山富男議員の発言を許します。 

１１番、岡山富男議員。 

○１１番（岡山富男） 平成２９年第３回定例会一般質問、１１番、岡山富男。 

児童生徒の支援体制について質問させていただきます。 

児童生徒への支援体制について、次の４点についてお伺いいたします。 

まず、１つ目としまして近年、いじめ問題、不登校問題等、児童生徒を取り巻

く環境が大きく変化する中、児童生徒の生きる力の醸成のため、十分な加配措置

ができているのかお伺いいたします。 

２つ目としまして、特別支援学級の在籍者が増加する中、個々の教育的ニーズ

に応えるため、特別支援学級の非常講師の加配についてどのように考えておられ

るのか。 

また、３つ目としまして、ＡＤＨＤ、ＬＤ、自閉症スペクトラム等の発達障が

いを持つ児童生徒に、高い専門性をもって総合的に指導及び支援ができる職員を
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配置されているのか。 

４つ目としまして、福祉分野と連携できる体制は、どのような形でできている

のかお伺いいたします。 

○議長（小森重剛） 森学校教育課長。 

○学校教育課長（森 幸一） 岡山富男議員の「児童生徒への支援体制について」

の４点の御質問にお答えいたします。 

１点目の、児童生徒の生きる力の醸成のための加配措置についてでございます

が、本町では、いじめ問題や不登校問題等の生徒指導課題に対し、児童生徒を取

り巻く環境の複雑化・多様化への対応とともに、新しい時代に子どもたちに求め

られる生きる力を育む体制整備に向けて、各校の実情に応じて取組を進めてきた

ところです。 

本町の現状としましては、いじめや暴力行為等生徒指導事案の発生件数は少な

いですが、スマートフォンの所持率やＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサー

ビス）の使用率の高まりとともに、児童生徒間のトラブルも全国的な傾向と同様

に年々増加しております。 

また、不登校については、県内の他市町と同様に、長期休業明けや進級・進学

後に発生する傾向にあり、担任や支援員によるきめ細かな初期対応に加え、発達

支援課や子ども家庭相談室との連携を要する対応ケースが増えています。 

このようなことから、本町においては、県費によるスクールカウンセラーやス

クールソーシャルワーカーを配置するとともに、町費で、幼稚園には特別支援に

係る加配教員、小学校にはいじめ対応支援員、小１すこやか支援員、スクーリン

グケアサポーターを、中学校にはいじめ対応支援員、オアシス相談員を配置する

ことにより、近隣の市町に比べても手厚い指導体制をとっており、日常のきめ細

かな指導や支援とともに、諸課題に対する未然防止と早期発見、早期対応に努め

ております。 

また、このように教員以外の多くのスタッフが学校にいることは、多様な価値

観や経験を持ったこれらの大人と遊んだり、会話を弾ませたり、議論したりする

ことにより、より豊富な経験を積むことができ、そのことが「生きる力」の醸成

につながると考えております。 

２点目の、特別支援学級の非常勤講師の加配についてでございますが、本町の

特別な支援を必要とする児童生徒は、ここ５年間で見ますと、５０人前後で大き

く増減はありませんが、議員御指摘のように、滋賀県では、平成１９年度と平成
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２７年度を比較すると、小中特別支援学級在籍数で約１．９倍の増加となってお

ります。 

特別支援学級については、公立義務教育小学校の学級編制及び教職員定数の標

準に関する法律第３条により、１学級の在籍数は８名以下と定められ、さらに滋

賀県においては、在籍児童生徒数が７名に達すると、該当学級に県費による非常

勤講師が派遣され、複数教員による指導が週１７時間可能となります。 

しかしながら、児童生徒の障がいの程度や発達課題によっては、県基準に満た

ない在籍数であっても、複数教員による指導や支援が望ましいケースが生じたり、

インクルーシブ教育の視点から、通常学級で学習することをベースにしながら個

別の支援を要するケースが生じたりもすることから、本町においては、独自に町

費で特別支援教育支援員を小中学校３校に配置し、個々の教育的ニーズに応える

ように努めております。 

今後も、町村教育委員会連絡協議会及び町村会を通じ、県に対して、「特別支

援学級の定数改善」、「非常勤講師の配置基準改善」、「通常学級に在籍する発

達障がい児に対する非常勤講師の配置」等について、継続して強く要望してまい

ります。 

３点目の、発達障害を持つ児童生徒に、総合的に指導及び支援ができる職員の

配置についてでございますが、発達障がいを含む障がいのある子どもの、障がい

の状態や教育的ニーズに応じたきめ細かな指導のためには、教員の指導力や専門

性を向上させることが不可欠であることから、町としましても、教職員全員を対

象とした夏季研修会に加え、特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担任、

特別支援教育支援員を対象とした各研修会も年数回開催しております。 

また、昨年度より、文部科学省指定「発達障害に関する教職員等の理解啓発・

専門性向上事業」を受け、発達障がい支援アドバイザーの派遣を通して、自閉症、

ＬＤ、ＡＤＨＤ、言語障がい等の発達障がいに関する教職員の専門性の向上を図

るとともに、障がい特性に応じた教科指導や日常生活指導の実践研究にも取り組

んでいるところです。 

４点目の、福祉分野と連携できる体制についてでございますが、本町において

は、平成２０年３月に定めた「竜王町発達支援システム」により、教育委員会部

局と福祉部局が連携しながら、幼児期から学齢期、就労期に至るまでの、切れ目

のない一貫した継続的な支援の推進を行っております。 

加えて、平成２３年度から２７年度まで、福祉部局においてソーシャルワーカ
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ーを町として配置しておりましたが、平成２８年度からは、教育委員会事務局に

スクールソーシャルワーカーとして配置換えをしました。このことによって、学

校園のニーズに応じた教育相談や、教育的な視点と福祉的な視点との両面から、

具体的な指導に取り組めるようにしているところでございます。 

今後も、保健、福祉、医療、教育、就労等の関係機関がより一層連携を密にし

ながら、地域でともに生きていくための力を育む特別支援教育の推進や一人一人

のニーズに応じた発達支援に努めてまいりたいと考えております。 

以上、岡山議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 岡山議員。 

○１１番（岡山富男） まず最初に、１つ目のほうで、このいじめ問題、不登校等

でなんですが、これに関しましては、教育長のほうが小学校のほうでも講演をさ

れたりということで、特に人的にぱっと見てよくわかるようないじめとか、そん

なんやったらいいんですけど、ここにも書いてますように、やはりスマートフォ

ン、また、ラインですね、これに伴ってのいじめ等がすごく増加していると思う

んですよね。特に町の教育委員会のほうにも、これはもう御存じのように、関係

でよくされていると私はそういうふうに認識しているんですけれども、それでも

やっぱり増えていると。この原因ですね。結構いろんなことに対して対策等をと

られていると思うんですけれども、それ以上のこれをどうにかしなければ、これ

はまだまだ増えていくん違うかなと思うですけれども、これに対しての今後の取

り組みで、教育長等がどのようにもっともっと考えてされるのか、ちょっと教育

委員会部局としてお答えをしていただきたいと思います。 

また、発達支援のほうですが、全国的に、日本ＬＤ親の会とか、そういうので、

いろんなこういう新聞等を入れもってされています。また、講演等では、びわこ

学院大学の藤井先生、この方が講演等で発達支援に対してさまざまな問題等も、

小中高、就労まで言われているんですけれども、特に幼児期、また、小中のとこ

ろまでというと、やっぱり竜王町としては、そこはわかる範囲で早期に連携プレ

ーをしながらされたりしていると思うんですが、特に高校となると、竜王町はや

はり町内から出ていかなければいけないということで、そのときに、この障がい

者の方の行き先ですね、これがすごく問題にされているというのも聞いておりま

す。養護学校に行くのか、普通校に行くのか、高等養護学校に行くのかとか、そ

れによってまた就労口の場所が変わってくるというのもあると思うんです。また

その人に応じての…聞き取り不能…、その子自体が、なかなか高校のほうはどこ
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に行ったらいいのかとかがわかりづらいというところが、やっぱり疑問を持って、

親もそれに関してどうしたらいいのかわからない、相談というのが、これはまた

出てくると思います。特に竜王町のほうでは、発達支援のほうが係が出てますの

で、そちらのほうにも大きく「相談」といって窓口がありますので、されている

と思います。そういうのを、いろんな対応をしていただいていると思うんですけ

れども、そこら辺の現状等もお聞きしたいと思っております。 

先ほど課長が最後に、やはり就労面までということを言われてますが、東近江

が「働き・暮らし応援センター」というのがあるんですが、そういうところら辺

と連携はされていると思いますが、やはり実際に就労された会社との連携という

ことで、竜王町でも企業さんがあると思うんです。その企業さん等との連携では、

商工観光課のほうでいろいろと話も聞かれているかなと思うんです。そういうこ

とが実際に窓口で心配といって、障がい者の方がいろんな心配事を持っておられ

るということはお聞きされているのかどうか、お伺いしたいと思います。 

以上です。 

○議長（小森重剛） 甲津教育長。 

○教育委員会教育長（甲津和寿） ただいま、岡山議員から再質問をいただきまし

た３点につきまして、私のかかわるところをお話しさせていただきたいと思いま

す。 

まず１つは、いじめに対する認識でございますが、先ほども課長も申しました

ように、竜王町としましては、今の小中学校の現状の中では、表に出てくる大き

ないじめの問題というのはございませんが、小さないじめの疑いのあるような事

案は、決して少なくはありません。いろんな形で出てきます。 

その中の１つに、先ほどおっしゃるような、いわゆるスマートフォン、ＳＮＳ

を通じたような、例えば「ライン」と言われるようなソフトを使ったようないじ

めがあることも事実でございます。 

その中身は、例えば、明らかにやりとりをする中で誹謗中傷をするような表現

をするのもありますが、もっと考えなくてはいけないのは、グループをつくって

いて、そのグループの中で話し合っているつもりが、１人の子が通信をすると周

りの子がそれを無視するというような、いわゆる「既読スルー」というような表

現を使うことがありますが、そういった形でグループ内で知らず知らずのうちに

仲間外しをするという、そんないじめも現実にはございます、一般論としてでご

ざいますけれども。 
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そうした中で、町内の小中学校は決してよそごとではありませんので、しっか

りと受けとめて、まずは１つは、子どもたちに、便利だけれどもいろんな危険性

が伴うということを随時指導しているところです。特にここ数年は、夏前にアン

ケート調査をとりまして、小学校、中学校統一したようなアンケートをとって、

どのような問題が起こっているのか、課題は何かということを原因究明もしてお

ります。 

そうした中で、こういうことが起こってくる原因は何かという御質問でござい

ましたけれども、やっぱり意外と安易にそういう通信機器を使えるという子ども

たちの現状が１つあるのかなと、そしてその危険性が、指導はしているものの、

やっぱり子どもたち十分伝わり切ってないのかなと、いつ何時、被害者になるか、

加害者になるかもわからないというような現実があるという、そういうところの

指導がやっぱり十分でないがために、何げなく書いている一言が非常に大きな心

を傷つけることにつながっているというようなこともあるのかなというふうに思

いますので、そういったところに入り込んでの指導が必要かというふうに改めて

感じさせてもらいました。 

そういったことから、子どもたちへの指導と同時に、やっぱりこれは保護者へ

の啓発もさせていただかないといけないのかなと、お家の方もやっぱり随分とそ

ういう通信機器を使われていますので、やっぱりお家の方への啓発ということも

大事なこと、地域の啓発も大事だと思っております。そういうことを、ＰＴＡを

通じて、今度町のＰＴＡ連絡協議会もございますので、早速またお伝えもしたい

と思いますし、ちょうど１１月に町の教育フォーラムを予定しておるんですけれ

ども、例年の教育フォーラムでございますが、今年度はスマートフォンに係る、

あるいは通信機器に係るメリット、そしてデメリット、危険性といったことをき

ちんと問題にするような講演をしていただくということで、講師の先生にお願い

をし、中学生等をはじめとした子どもたちとも交えたパネルディスカッションの

ようなことをして、お互いにどういうふうに機器とうまくつき合っていくのかと、

あるいは、危険性から回避していくのかということをやるような、そんな教育フ

ォーラムを今年計画をしておりますので、また御参加いただければと思いますし、

そこを通じて啓発の大きな一つの場にもさせていただきたいというふうに思って

おります。 

これが第１点と、それから２点目の発達支援にかかわっての幼小中、そして卒

業後の一貫したシステムでということを申し上げたところでございますけれども、
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特におっしゃいますように、就学前から幼小、そして、中は基本きちんと町の就

学支援委員会を通じて取り組みはしておるところでございます。 

その後の出口については、町の発達支援システム会議等も一緒に各課も入って

もらって、中学の卒業後の支援のあり方ということを検討しておるところですが、

最終的にはやっぱり中学校の進路指導に大きく影響することだろうと思っており

ます。そういう意味で、事前に十分に生徒の状況を把握しながら、進路先を早く

から相談して、よりよい進路先を決めていくような方向づけを、学校を上げてし

ていくことが大事なのかなと。 

先だっても、私、野洲養護学校の野洲まつりというのを御紹介いただいて、１

週間ほど前にお伺いしてきましたが、そこで頑張ってくれている生徒さんの姿も

見せていただいて、こういう一面も見ながら、また学校へそういうことも紹介し

ていけたらというふうに思っているところでございます。 

いずれにしましても、一貫した体制で、竜王町でこれから生きていただく方で

すから、その方の支援をやっぱり続けていくというのは大事なので、卒業後も見

守っていくような体制も含めて、発達支援課との連絡調整もしながら進めてまい

りたいと思います。 

最後、３点目でございますけれども、就労面でのお話で、これはまた商工観光

課にも話を譲りたいと思いますが、先ほども申しました発達支援システム会議の

ような場で、企業、あるいはまた商工の関係とか、いろんな場面の、福祉の分野

もありますし、教育の分野もありますし、商工観光の分野も入ってもらって、話

し合いをもつ会議もしておりますので、そういったところで卒業後の支援体制と

いうことを、しっかりと状況も把握しながら、今後もその会議を通じながら全庁

的な、横断的なつながりを大事にしながら、支援をしっかりとしていければなと

いうふうに考えております。 

以上、私のほうか３点、回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 嶋林住民福祉主監兼発達支援課長。 

○住民福祉主監兼発達支援課長（嶋林さちこ） 岡山議員の再質問の中で、発達支

援課にかかわる部分について、私のほうから御回答申し上げたいというふうに思

います。 

最初、全国ＬＤ親の会のお話が少しございましたけれども、竜王町におきまし

ても、そうした親の会と言えるものもできておりますが、竜王町は「ことばの教

室」が平成１５年に竜王小学校のほうに設置いたしております。その後、平成１
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６年ごろから親の仲間づくりということも必要ではないかなというようなことで、

行政側が少し指導するような形でグループづくりを初めまして、平成１７年ぐら

いから保護者さんの中でそういったグループが立ち上がりまして、現在は、名称

を「タートルクラブ」というふうに申し上げますけれども、今日も引き続き活動

を継続いただいております。 

当初は、ことばの教室に通級する子どもさんの保護者ということではございま

したが、その仲間の中には、それ以外にも不登校であるとか、行き渋りの子ども

さんとか、また、発達に支援を必要とされるお子さんの保護者さん、こういった

方々も仲間に入っていただいて、今日活動を継続いただいておりますし、発達支

援課といたしましても、このグループ活動に月に１回は集まられますので、その

中で勉強会をされるとか、また、親子での交流ができるようなイベントを取り組

まれるとか、そういったことがございますので、継続して支援をさせていただい

ているところでございます。 

それから、発達支援システムのことについては、先ほど教育長のほうからも、

また、最初のお答えの中にもございましたけれども、平成２０年にでき上がった

仕組みでございますけれども、発達に支援の必要な児童、それから障がいのある

方に対して、発達の段階や年齢、生活環境に応じて必要な支援を、福祉・保健・

医療・教育・就労等における各関係機関が緊密に連携をしつつ、一貫して、そし

て継続的かつ総合的に支援を提供する仕組みということでございまして、こうい

った仕組みを発達支援課のほうで所掌させていただき、中心となって運営をして

いるものでございます。月に一度は関係者、実務者が集まりまして会議を行いま

して、その中で必要な情報の共有であるとか、その発達支援システムのあり方に

ついて議論をし、よりよい支援が各ステージごとに行えるように、担当者が全体

を見通して支援を行えるように取り組みをしているところでございます。 

それから、切れ目のない支援ということで、幼小中学校までは義務教育の機関

ということで、教育委員会が中心のところもございますけれども、それ以降の進

路、高校であるとか、養護学校であるとか、高等養護等とございますけれども、

そういった高校等の進路先に、切れ目のない支援ということで、支援の継続がで

きるように高校訪問というものも実施させていただいているところでございます。

これも教育委員会のほうの所属の指導主事の先生とも一緒に活動しながら、早期

に支援がかかわれるようにということで取り組みをしているところでございます

し、そういった高校との関係性の中で、中学校までは町のほうでは余り支援をさ
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せていただけてなかったような子どもさんについても、学校のほうから御相談が

あって、早期のかかわりにつなげられるというようなことも出てきておりますの

で、まさに乳幼児期から就労期、成人期にかけてというふうなことで、これまで

からも少しずつ積み上げてこられたのかなというようなことを思っているところ

でございます。 

そして、竜王町のみならず、障がいに関することにおきましては、この東近江

圏域の中で行政と、それから関係する相談機関や働き・くらし応援支援センター

とか、また、ハローワークとか養護学校とか、いろんな機関とも連携するような

会議の場もございますので、そういった関係者が緊密に連携をしながら、一人一

人に応じたふさわしい支援をさせていただけるように努めているところでもござ

いますし、今後も引き続きそういったことに努力をしてまいりたいというふうに

思っておりますので、以上のようなことで、岡山議員へのお答えとさせていただ

きます。 

○議長（小森重剛） 岩田商工観光課長心得。 

○商工観光課長心得（岩田宏之） 岡山議員の再質問の中で、商工観光課にかかわ

るところについて回答させていただきます。 

これまで商工観光課のほうに、会社、また従業員の方から個別に相談というの

はございません。 

ただ、取り組みの中で毎年行っております、企業さんの企業訪問ですね、公正

採用選考であったり、明るい職場づくりの啓発の関係で、２０名以上の従業員さ

んの企業訪問、また、広域の取り組みとしましては、東近江労働対策連絡会とい

うのが２市２町で構成しておりまして、そちらでの情報交換、先ほどから出てお

ります教育委員会部局と福祉部局等との合同会議の中での情報共有に努めてまい

りたいと思っております。 

以上、回答とさせていただきます。 

○議長（小森重剛） 岡山議員。 

○１１番（岡山富男） ３課にわたりまして、ありがとうございました。 

とにかく、…聞き取り不能…は竜王の子ですので、しっかりと私たちも、私も

支援をしていきたいと思っておりますが、執行部の皆さんにもこれをしっかりし

て、竜王町の子どもたちを育てていっていただきたいなと思っておりますので、

どうぞよろしくお願いしたいと思います。 

これで終わります。 
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○議長（小森重剛） 次に、２番、小西久次議員の発言を許します。 

２番、小西久次議員。 

○２番（小西久次） 平成２９年第３回定例会一般質問、２番、小西久次。 

機構改革に伴う事務事業の成果について。 

西田町長が昨年６月に就任され、今年４月１日に町政運営の発展のために機構

改革と大幅な人事異動をされました。その後、半年が経過しましたが、事務事業

の成果と所見について町長にお伺いいたします。 

○議長（小森重剛） 西田町長。 

○町長（西田秀治） 小西久次議員の「機構改革に伴う事務事業の成果について」

の御質問にお答えいたします。 

昨年６月に町長に就任させていただき、竜王町の良き点はしっかりと継承し、

閉塞感や停滞感を感じる点につきましては大胆に刷新・改革し、「明るく元気で

活力溢れる強いまち竜王町をつくる」、「次世代に誇れる竜王町をつくる」との

思いを持ち、１０月からは、新執行部体制のもとにまちづくりをスタートいたし

ました。 

２年目に入る今年度におきましては、２月に開催いたしました「わがまち竜王

町「まちづくりフォーラム」」で、町民の皆様にお示ししました施策・方針の実

現に向け、新年度４月に機構改革と人事異動を実施いたしました。 

機構改革につきましては、「政策推進課」を「未来創造課」に改めました。

「未来創造課」には、従来の業務に加えまして、町行政全般にわたります横串機

能を発揮する役割を期待しておりまして、新たに設置した組織横断的プロジェク

トチーム全般の進捗管理や全体調整を担ってもらっています。 

また、健康推進課に「障がい福祉係」を新設し、身体・知的・精神の三障がい

に関する業務を一本化するとともに、保育園関係事務を健康推進課から教育総務

課に移管し、幼稚園及び保育園の窓口を一本化することで、それぞれの利用者の

方々の利便性を高めました。 

さらに、永年の課題、喫緊の課題であります住宅地整備や土地活用等の確実な

事業推進を図るため、「建設計画課」内に「特定プロジェクト対策推進室」を設

置、その総括と土木交通、農林等全般の対策強化を目指し、技術職の産業建設主

監を配置し、事業の加速化を図っております。 

人事異動につきましては、現行職員の中で町が抱える待ったなしの多くの課題

を解決できる最善の体制づくりを目指し、適材適所、人材育成、組織の活性化、
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政策目標の明示と期限・工程管理、職員のモチベーションアップ、意識改革を目

的に３名の主監への昇格、４名の課長への昇格、一般職員で７名の昇格、６名の

新規職員の採用・配置を行いました。チャレンジ、実行型の組織を目指し、人事

異動に当たっては、本人の能力、適性、業績、やる気などを総合的に評価し、そ

れぞれの課題の克服に向けた最適の組織づくり・人材配置を最優先に考え、創意

工夫し、幹部間で十分協議し決定したところであります。 

結果として、本年４月の異動規模は、全職員１４７名中７４名、約５割、昨年

は１４６名中５７名、３９％でしたので、１７名約１１ポイント高くなり、皆様

には心配と御助言をいただいたところでございます。 

私といたしましては、何とか活きた人事異動とせねばとの強い思いとともに、

新組織のソフトランディングのために主監・課長職が率先し、明るく風通しのい

い職場づくりに取り組むこと、みずからきめ細かく目配りすることで大きな問題

の発生を防ぐこと、万一発生した場合には迅速に組織としての対応を行い、再発

防止策を講じることを毎月の主監課長会、スポットスピーチ、庁内各種会議にお

いて注意喚起・指導を行ってきました。 

本年度の仕事の新しい進め方として、９項目の重点施策に対し、ＰＴによる取

り組み、プロジェクトチームによる取り組みを進めています。 

本年度の機構改革や人事異動を基にした新たなＰＴによる取り組みの成果とし

て、岡屋工業団地への企業誘致をてこにした住宅地整備もやっと進み出しました。

その他多くのＰＴも、調査、研究等、着実に動きをかけています。 

チャレンジ精神を持ってくれる職員も多くなってきました。「すまいる接客ア

クションプラン」の実施の成果として、役場に来られる多くの町民の方から、

「最近役場の職員さんは明るくなったね」、「庁舎町民室もきれいになり、楽し

いわ」との声をいただき、うれしい限りでございます。 

また、竜王町の魅力を全国に発信できるよう、「まるごとスキヤキプロジェク

ト」事業を通じて積極的なＰＲに努めるとともに、マスメディア向けの定例記者

会見を実施しています。 

財政状況厳しい中ですが、夏まつりは創意工夫し、町民の皆様に活力と元気を

感じていただけるよう努め、多くの町民の皆様の評価をいただきました。また、

１１月２日からの文化祭にも力を入れていきたいと考えております。 

まだ半年で取り組みも成果も道半ばですが、ＰＴによる取り組みにより、住宅、

支え合い、防災無線、教育施設のあり方など、重点施策の多くの取り組みは着実
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に解決に向け、推進されていると手応えを感じているところであります。 

今後とも町民の皆様の期待に応えていくため、常に組織機構を見直し、また、

「人こそが最大の経営資源である」との認識のもと、チャレンジ精神を持ち、創

意工夫をしながら果敢に取り組む人材を育成し、適材適所に配置してまいりたい

と思っております。 

最後に、せっかくの機会でございますので、職員の人材育成及び職場環境の整

備についてお話を致したいと思います。 

私は、職員に対し、「高品質の行政サービスの提供」を訴えてきました。職員

の人材育成につきましては、町民の皆様は、職員に対して高い期待をお持ちだと

感じています。「役場の職員は明るく親切丁寧で、よく仕事をしてくれてありが

たい」と思っていただける職員が求められており、我々は町民の皆様の期待に応

えねばならないと考えます。 

そのため、私は、職員に研修やＯＪＴ、自己研さんで能力を高めること、県職

や他市職員と対等に対応できる人材となるべくチャレンジすること、また、「す

まいる接客アクションプラン」などの取り組みで明るさ、親切、丁寧さ、一生懸

命さを感じていただけるよう、取組をさらに推進する必要があると考えます。 

役場が町民の皆様の期待に応える仕事をするためには幹部が率先垂範すること

はもちろん不可欠ですが、幹部だけが頑張っても達成できません。職員一人一人

が生き生きと頑張って仕事をしてくれることが不可欠です。そのためには、明る

く風通しのいい、チームとしての助け合い、相談し合える職場づくりが必要であ

ると認識しており、こうした職場づくりに努めていきます。 

今年度、役場では、小さいとはいえ事務ミスが発生しています。行政事務にミ

スを生じさせないことは重要ですが、ミスは起こり得るとの前提に立ち、起こっ

たら迅速に報告、相談、組織として最善の解決策を見出し実行する、組織として

再発防止策をしっかり行うことを徹底してまいります。 

以上、引き続き議員各位の御指導をお願いし、小西議員への回答とさせていた

だきます。 

○議長（小森重剛） 小西議員。 

○２番（小西久次） ただいま、町長の所見をいただきまして、ありがとうござい

ます。その中で、明るく風通しのよい職場づくりに取り組む、それから、常に組

織機構を見直し、人こそが最大の経営資源であるという認識をされている、また、

幹部が率先垂範することが不可欠だけれども、職員一人一人が生き生きと頑張っ
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て仕事をしてくれるというのが不可欠だというふうな回答をいただきました。 

町長は就任後、今おっしゃったように、初めての機構改革、並びに見直しも含

めて大幅な人事異動をされまして、職員の皆さんも、今ある人材で町民サービス

の向上のために組織を上げて、また、顔を上げてそれぞれの職場で努力をしてい

ただいていると、私は認識をしております。 

過日の議会委員会において、執行部からいろいろと説明報告等に対応していた

だいておりますが、その答弁においても、町長の思いが一部まだ伝わっていない

部分も見受けられると感じました。その中で、町長も就任後から、管理職、並び

に新人の職員さんの面談を行い、コミュニケーションづくりに努力されていると

いうことをお聞きしております。 

職員のモチベーションの現在の認識について、どのように思われているかお伺

いいたします。 

さらに、今後、引き続きコミュニケーションを図っていただくために、やはり

信頼される町長と信頼される職員、これが一番大事や、町民のための行政を目指

し、やはり主体性と協調性を持つ職員のモチベーションのアップにもやはり取り

入れていただきたいと思いますので、その認識についてお聞きしたい。 

さらに、御答弁の中で、組織機構を見直すことにより、住民サービスの向上の

ために住民福祉部門のワンストップ化をされました。過日の所管事務調査でも説

明を受けました。いわゆる職員のスキルアップに努め、試行錯誤の中で努力をさ

れているということは評価するところでございます。 

しかし、今現在、生活の困り事の窓口が分散化されているふうに思います。そ

ういうような窓口に来た町民さんのための職員の目配りに、時間がかかるように

感じます。 

また、窓口でいろいろ相談しておられますけれども、その中で見える場合、特

にプライバシー保護の窓口分断というのが必要であるかな、できていないように

感じます。そのような一体的、組織的に相談に乗る体制づくりが必要であると考

えますけれども、町長の御所見を再度お伺いいたします。この２点について、よ

ろしくお願いします。 

○議長（小森重剛） 西田町長。 

○町長（西田秀治） 小西久次議員の再質問にお答えをいたしたいと思います。 

職員とのコミュニケーションにつきまして、できるだけフェース・トゥ・フェ

ースのコミュニケーションを図りたいなという思いを持っております。 
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やはり職員の方のモチベーションをどう上げていくのかというのは、やっぱり

お互いの心の通じたというか、コミュニケーションが大事だろうという認識もし

ておりますし、先ほど来話がありました人事評価制度ということにつきましても、

やはり職員のモチベーションを上げていく一つの制度だというふうに思っていま

すし、人材育成も含めてそういうことが機能するということが、やはり役場の機

能を高めていく、そんなことではないかなと思っています。 

そんな意味で幹部間のコミュニケーション、これも当然ながら毎日８時から８

時１５分、２０分まではコミュニケーションをとっているわけですけど、また、

もっと各課長の皆さんとか、また、もっと言えば、若い、今年入った６名の職員

につきましても、私はもっともっと勉強してもらいたいという思いを強く持って

おりますので、できれば５年ぐらいで必要な知識はみんな身につけるような取り

組みをしてほしいということを常々言っておりますし、この９月末で一応任用期

間というか、試行期間は終わりますので、１０月１日から正式採用になります。 

したがって、最後の面接も実は昨日したんですけれども、みんながちゃんと腹

をくくって、この仕事をずっとやっていくという強い意志があるんだなというこ

とを確認して、みんな「頑張ります」と言ってましたので、そういう意味で、そ

ういうコミュニケーションを重ねていくことが重要だろうというふうに思ってま

す。 

特に、組織全体をどう活性化させる、上からの活性化もありますが、やっぱり

下からの活性化、これも大事だろうと。そういう意味では、やはり役場に入って

５年目ぐらいまでの職員が、いろんな意味で新しい取り組みにチャレンジをして

くれれば、組織全体もまた変わってくるだろうし、また、もちろん責任ある立場

にいる主監、並びに課長職の皆さんも、そういう意味で意識改革も含めた取り組

みをしてくれれば組織が変わってくる、両面からそういう取り組みをしていきた

いというふうに思っているところです。 

それが、現時点の職員の皆さんとのコミュニケーションとか、モチベーション

とかいうことについては、そういう考えを持っております。 

もう一点の組織の改編、改革といいますか、これにつきましては、もちろんワ

ンストップで住民の皆さんにできるだけ利便性の高い対応ができるような仕組み

をつくりたいという思いで、今２つの改革をやっているんですけれども、もちろ

ん定着するまでにも時間はかかりますし、さらに、やっているうちにもっとこう

いうやり方がいいんじゃないかというのはもちろん出てきていますし、また、そ
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ういう議論もしながら来年度の改革というか、仕組みにつなげていきたいという

ふうに思ってます。 

最終的には、やはり窓口一本化というのも、本当はこの庁舎の中でできるよう

にするのがもちろん一番いいことなんですが、先般もちょっと御報告したとおり、

パソコン関係もあって一気にはできないという背景があるんですけれども、この

庁舎も長期的に見てどういう使い方がいいのかも含めて、場合によっては建てか

えということもあるかもしれないし、それはわかりませんけれども、いずれにし

ても、使い勝手のいいものに、住民の皆さんからも使い勝手のいいものにしてい

きたいと、そんなところを考えております。 

雑駁ですけれども、以上、回答といたします。 

○議長（小森重剛） 小西議員。 

○２番（小西久次） 道半ばということで、今後も検討を加えるという御返答でご

ざいましたので、頑張っていただきたいというふうに思います。 

特に、今現在１４７名の少ない定員の中で、いろいろ住民に対する行政ニーズ

を把握していただいている中で、やはり職員、特に管理職の皆さん、いわゆる主

管・課長の皆さんと職員、あと、特別職の町長なり、副町長の皆さんと、やはり

一つになった行政が必要だと思います。その中で、やはり町長がおっしゃったよ

うに、職員一人一人が頑張って仕事ができるような職場につくっていただきたい

と思いますので、その辺、今後においても見直しながら頑張っていただきたいと

思いますし、それには、職員からなられた副町長の、いわゆる経験もございます

ので、その辺うまく仲を取りもっていただいて、住民ありきの行政をしていただ

きたいというふうに思いますので、ちょっとこれは要望としてお願いしておきま

す。 

○議長（小森重剛） それでは、次の質問に移ってください。 

○２番（小西久次） 平成２９年第３回定例会一般質問、２番、小西久次。 

地籍調査事業の今後の取り組みは。 

竜王町では、昭和６１年から、日野川沿線の信濃集落から山之上にかけて順次

地籍調査事業に取り組み、完了済、実施中も含め、１６集落で進めていただいて

おります。山之上においては、面積が大きいため区域設定し、東地区は、平成２

５年から２８年にかけ実施し、今年度で登記認証が終わる予定であります。また、

西地区については、昨年から始まり、平成３１年に終了予定であります。 

過日、地元への説明会が開催され、事業費配分は国５０％、県２５％、町２
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５％、（うち、特別交付税８０％交付により町は実質５％程度）であると説明が

あり、予算の関係から事業が延長されるとの説明でありました。 

そこで、以下について伺います。 

１つ目に、事業の実施で、現況地目の確認がより正確に行われることになるが、

地籍調査以前と昭和６１年から平成２８年度終了までの宅地増減率はどのようで

あったか。また、固定資産税への影響はどのようであるか。 

２つ目、山之上の調査終了後、祖父川沿線集落へと調査が進むと聞くが、今後

の年次計画はどのようになっているのか。さらに、集落からの要望はあるのか。 

３つ目、地籍調査事業推進のために、組織体制の強化についてどのように考え

ているのか。 

以上、お伺いいたします。 

○議長（小森重剛） 森建設計画課長。 

○建設計画課長（森 徳男） 小西久次議員の「地籍調査事業の今後の取り組み

は」について、先に私の方から２点目及び３点目の御質問にお答えいたします。 

地籍調査事業については、国土調査法に基づき、１筆ごとの土地について測量

を行い、地籍簿、地籍図を作成し、国の承認、県の認証を得た後、登記所におい

て登記簿表題部が書き改められ、地籍図は、不動産登記法第１４条第１項地図と

して備えつけられます。この事業を推進することにより、災害復旧の迅速化、土

地境界のトラブル防止、土地取引の円滑化、公共事業の円滑化等のメリットがあ

ります。 

このことから、本町においても昭和６１年から地籍調査事業に着手し、現在、

完了地区が８地区、調査中地区が８地区の、計１６地区で事業を実施しておりま

す。 

２点目の「今後の年次計画及び集落からの要望はあるのか」の御質問ですが、

現在の進捗につきましては、山之上東出、西出地区の東地区については、平成２

８年度閲覧を完了し、今年度、法務局において登記簿の修正、地図の更新が行わ

れる予定であり、新村、西山地区の西地区については、今年度と次年度に現地立

ち合いを終え、計画どおり進めば、平成３１年度に閲覧を完了し、平成３２年度

に登記簿の修正、地図の更新が行われる予定となっております。 

他の未実施地区につきましては、平成２４年８月に、団地を除く集落に対し意

向調査を実施させていただき、当時、５集落から事業の実施について希望をいた

だいております。 
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今後の予定でありますが、まずは山之上地区をはじめ、調査中地区の完了を進

めたいと考えております。併せて、未実施地区につきましても、実施時期も含め、

事業量全体のバランスを考えた上で進めてまいりたいと考えております。 

３点目の「組織体制の強化について」の御質問ですが、事業実施に当たっては、

平成２５年度に１名、平成２８年度にさらに１名地籍調査専門の嘱託職員を配置

し、現在３名体制で事業推進に当たっているところであります。今後におきまし

ても、限られた人員の中、地元の地籍調査推進委員と連携する中で、事業推進を

図ってまいりたいと考えております。 

以上、小西議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 寺嶋税務課長。 

○税務課長（寺嶋 要） 小西久次議員の「地籍調査事業の今後の取り組みは」の、

１点目の御質問にお答えいたします。 

地籍調査以前と昭和６１年から平成２８年度終了までの、宅地増減率と固定資

産税への影響についてですが、昭和６１年から今日まで、地籍調査以外に開発や

宅地造成等も行われており、地籍調査事業に限定した宅地増減率を把握すること

は困難であります。 

このことから、直近に実施されました山之上東出、西出地区の地籍調査の実例

でお答えさせていただきますと、当地区の調査前の総面積約３９ヘクタールに対

し、調査後は約４４ヘクタールで５ヘクタール増加しております。そのうち、宅

地の面積は約４．６ヘクタール増加しており、一般的な住宅地としての評価に換

算いたしますと、固定資産税は約１００万円の増となる見込みでございます。 

以上、小西議員への回答といたします。 

○議長（小森重剛） 小西議員。 

○２番（小西久次） お二人から御回答いただきましたけれども、ここ近年、地球

温暖化の影響によりまして、未曽有の集中豪雨が発生しております。さらには、

地震よりも危機的な災害が発生しております。竜王町でも、いつ起こってもおか

しくない状況であります。万が一の場合、この地籍調査をすることによって土地

の境界画定がされ、座標値により復旧作業が進むということもお聞きしておりま

す。 

今お聞きしますと、宅地のいわゆる増加率が１０％ぐらいあって、そして、固

定資産税も５ヘクタール増えて１００万円増ということになると。やはりこれは

…聞き取り不能…による増加ということは明確であると思います。 
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そんなところから、今後も固定資産税の適正化・公平化のために地籍調査が行

われますので、その辺を早く推進していただけたらなというふうに思います。 

そこで、再度お伺いします。 

県内自治体で進捗と、また体制についてどのようになっているのか、お聞きし

たい。 

それから、先ほど御回答の中で、３点目の、３名でそういう事業推進に当たっ

ているということでございますけれども、私は、やはり新規集落のほうで取り組

んでいただいて、早くしていただきたいという思いを持っております。 

そんなことから、これは直接原課じゃなしに、どこの課になるかわかりません

けれども、今後の組織体制のあり方について、また、地籍調査そのものをやはり

どのように思っておられるのか、例えば組織を明確にする、例えば係を設置する

とかいう方法も含めて、特に職員が少ない中、正職員化するやなくして、先ほど

御回答の中にありましたけれども、いわゆる正職員１人に対して２名の嘱託さん

がおられるというようなことでございまして、ある一定、これは知識のある人を

雇用していただくということが必要だと思いますけれども、その辺につきまして

どのようにお考えなのかお聞きしたいと思います。 

○議長（小森重剛） 森建設計画課長。 

○建設計画課長（森 徳男） 小西議員の再質問についてお答えさせていただきま

す。 

現在、滋賀県内の自治体などの進捗率につきましてですが、平成２７年度末に

よります滋賀県の発表でございますが、まず調査対象面積につきましては、約２，

８１０平方キロメートルに対しまして、実施済み面積は、約３７８平方キロメー

トルとなっておりまして、進捗率は１３％でございます。参考までに、全国と竜

王町の進捗率でございますが、全国につきましては約５１％、竜王町につきまし

ては約４３％の進捗となってございます。 

また、体制のほうにつきましては、各自治体の体制につきましては、担当とか、

また係とかされておるんですが、全体の把握はちょっとさせていただいておりま

せんので、ちょっと申しわけございません。今、自治体のほうにつきましては、

県下１９市町のうち、実施市町につきましては１８市町でございます。１市はち

ょっと休止ということで、今現在は１８市町のほうでこの地籍調査事業に取り組

んでおります。 

以上、回答とさせていただきます。 
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○議長（小森重剛） 杼木副町長。 

○副町長（杼木栄司） 小西議員の、地籍調査事業の組織等のあり方についての再

質問について、私のほうからお答えさせていただきたいと思います。 

御質問にありまして、また、こちらのことでさせてもらっておるように、昭和

６１年からと申しますと、もう３０年以上この事業をやっているというようなこ

とでございます。全町補助整備も昭和５０年からかかりまして、おおむね１０年

ぐらいで完成をしているというような流れから考えますと、それとまた残りの部

分も含めますと、何年かかってこの事業を仕上げていくかというような、大変ま

だ見通しが立たない状況かなと思っております。 

地道な作業でございますが、私的な面も、また公的な面についても、この地籍

調査が完了しますと大きな成果があると思います。個人の権利の確定もございま

すし、また、先ほどの御質問にあった税への反映ということもございますので、

そういう意味では、町としてはこのことを継続して積極的に進めなければならな

いかなと思います。 

平成２５年に１名の専任職員を補強し、また、平成２８年にはまたプラスもう

一名補強させてもらって、専門というか、そういう造詣の深い方についていただ

いております。こういった今日までの成果も踏まえて、具体的に財源も必要でご

ざいますし、また、マンパワーも必要でございますが、そのことも含めて一定竜

王町の地籍の今後の展開についても少し見通しを立てさせてもらうようなことも

含めて、組織についても研究させていただきたいと思います。 

本日の段階での答弁としてはこのようなことでございますが、私としてはやっ

ぱり大きな成果があるものでございますので、できるだけ早い時期への目標に向

かって、頑張る体制づくりを積極的に検討してまいりたいと思います。 

以上でございます。 

○議長（小森重剛） 小西議員。 

○２番（小西久次） 今後検討していただくということで、前向きに取り組んでい

ただくようによろしくお願いしたいと思います。 

ただ、１点、この地籍調査につきましては、いわゆるいろんな各部署によって

法的な部分がございますので、その辺のかかわりがあるわけでございますけれど

も、やはり町内組織を、先ほど町長の御質問にもさせていただきました、機構改

革に伴う事務事業の見直し等も今後検討していくということでございますけれど

も、やはりこの地籍調査につきましても、いろんな課にまたがる部分がございま
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す、１課だけじゃなしに。その辺の組織についても一部考えていただいて、そし

て、いわゆるいろんな部分での取り組みを早く進める、また、早く事業を終わる

ようなことにしていただきたいというふうに思いますので、どうかよろしくお願

いしたいと思います。 

以上で終わります。 

○議長（小森重剛） これをもって一般質問を終結いたします。 

以上で、本日の議事日程は全部終了いたしました。 

これをもって本日の会議を閉じ、散会いたします。 

大変御苦労さまでございました。 

散会 午後３時０１分 


